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午後 ４時００分 開会 

○植田座長 定刻になりましたので、ただいまから第１回のタスクフォース会合を開催いたし

ます。 

 副大臣級検討チームの小沢事務局長から、本タスクフォースの座長ということで示された植

田でございます。どうぞよろしくお願いします。 

 委員の皆さん、大変多忙の中をご出席いただきましてありがとうございます。 

 それでは、開催に当たりまして、副大臣級検討チームの事務局長をなさっておられます小沢

鋭仁環境大臣より、ご挨拶と本タスクフォースへの依頼事項等についてご説明をいただきたい

と存じます。よろしくお願いします。 

○小沢環境大臣 環境大臣の小沢鋭仁でございます。本日はお忙しいところを諸先生方にお集

まりを賜りまして、まことにありがとうございます。冒頭、心から感謝を申し上げたいと思い

ます。 

 この地球温暖化問題に対しましては、さきの国連総会におきまして鳩山総理から、すべての

主要排出国による公平かつ実効性のある国際的枠組みの構築及び意欲的な目標の合意を前提と

して、1990年比、2020年までに25％のＣＯ２カットという話を申し上げたところでございます。

この目標達成に向けた検討を着実に行ってまいるために、今般、地球温暖化問題に関する閣僚

委員会のもとに、菅副総理が主宰し、関係各省の副大臣、政務官により構成される検討チーム

を設置し、私が事務局長を務めることになりました。菅さんが責任者になり、私が事務局長を

務めるワーキングチームからの皆様方へのご依頼という形になります。 

 ただ、そこのところは、もう１点申し上げておきますと、もともとはワーキングチームの上

に閣僚委員会がございまして、その座長は鳩山総理でありますけれども、その閣僚委員会で、

ぜひこのタスクフォースのチームをつくって検討をお願いしたいと、こういう意味では、鳩山

総理からの指示という形での皆様方へのお願いになります。中身のいわゆる前提条件等は、

我々ワーキングチームからのお願いになりますけれども、このタスクフォースの設立そのもの

は鳩山総理からの皆様方へのお願いと、こういう形になっている点を申し上げたいと思います。 

 このタスクフォースにお願いしておりますことは、25％目標の達成に向けて必要なコスト等

の検討を行うに当たり、既存のモデル分析についても見直しが必要ではないか、そういった観

点から、専門家によるタスクフォースチームをつくらせていただくことになったわけでありま

す。そこで、本日ご出席いただいている有識者の皆様方と研究機関の関係者の皆様方に、タス

クフォース委員としてご参加いただくことを改めてお願い申し上げます。 
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 依頼事項でありますけれども、私のほうから皆様方にお願い申し上げたいのは、資料２をご

らんいただきたいと思います。これが先ほど私が申し上げたワーキングチームで議論した内容

でございます。第１に、1990年比25％削減という中期目標の達成に向けて必要なコスト、十分

な温暖化対策を行わなかった場合のコスト等についても、早急に検討を行うため、科学的・専

門的なモデル分析及びコスト等の計算を行っていただきたい。さらには、コストだけではなく

て、将来に向けた成長戦略の観点からも、ぜひとらえていただきたいとお願いを申し上げると

ころでございます。 

 第２に、コスト等の計算に際しましては、既存のモデル分析の評価等を１から10までの観点

から行うことをお願いしたいと存じます。委員の皆様方には事前にお示ししておりますので、

個々の説明は省略させていただきます。 

 なお、これらは評価のための観点を示したものであり、どのようにこれらの作業を行うべき

かにつきましては、まさにタスクフォースにおいて科学的・専門的な見地からご議論をいただ

きたいと考えております。 

 第３に、大変恐縮なお願いであるわけでありますが、親チームの閣僚委員会のほうからの指

示は、10月中にこの検討チームから閣僚委員会のほうに、中間報告になるわけでありますけれ

ども、報告せよと、こういう話になっているものですから、タスクフォースの皆様方におかれ

ましては、何とぞそういったことも頭に置いていただいてお進めをいただきたいと、こういう

ことになるわけでございます。 

 さらには、必要に応じて技術的・専門的な情報等を関係者から聴取を行うことも、どうぞ先

生方のご判断でお願い申し上げたいと思います。 

 それから、この会合も他の審議会等と同様に公開の場で、きょうもごらんのように多くの皆

さんにもご参加いただいてやらせていただきますことを、ぜひともご了解いただきたいと思い

ます。 

 私からは以上でございますが、再度皆様方に改めて恐縮なお願いでございますけれども、10

月中に、どういった形になるかは先生方にお任せするわけでありますが、何らかの中間報告を

お願いするという、私も昔、経済政策でありますけれども、モデル分析をやっていた人間から

すれば、本当に恐縮至極なお願いを申し上げているわけであります。ただ、上のほうの皆さん

方はそういうことをわかってもらえませんでして、条件についてはいろいろとお願いはいっぱ

いする、ただし何とか10月中にやってこいと、こういう話でございまして、私の立場はその間

の板挟みになって申しわけなく思うわけでありますが、何とぞ最大限のご尽力を賜りたいと思



－3－ 

います。 

 そして、言うまでもないことでありますが、先生方、本当に研究者のお立場から、あるいは

また科学者のお立場から、科学的・客観的な分析を行っていただいて結構だと思っております。

そこにつきましては、ぜひともそういった観点でおやりいただいて、どんな結論が出ても、私

どもは25％カットの目標は下げるつもりはありません。しかし、この分析におかれましては、

国民の皆様方に対してしっかりとした説明ができる数字を皆様方にお示しいただくのは大事な

ことだと思っておりますので、そういった意味では、ぜひとも皆様方に客観的・科学的・専門

的な英知を結集していただいて、このチームの成果を上げていただきますことを事務局長の立

場から心からお願い申し上げまして、私の冒頭のご挨拶にさせていただきたいと思います。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

○植田座長 どうもありがとうございました。 

 今、大臣からご説明もございました。このタスクフォースの役割ということで、１つ、前の

政権のもとで行われましたモデル分析の再検討というのが入っております。したがいまして、

最初に、前政権下での分析結果につきましてまず事務局からご説明をいただきたいと思います。 

 ではお願いします。 

○小宮内閣参事官 説明の前に、資料について確認をさせていただければと思います。 

 お手元のタスクフォース会合の議事次第にございますように、資料１から資料５までござい

ます。資料１が委員の名簿、資料２が先ほど大臣からご紹介のありました依頼事項、資料３が

前政権下における中期目標検討委員会の分析結果、資料４が依頼事項に対する各研究機関の見

解、資料５が各委員の提出資料でございます。 

 それから、そのほかに、前政権下における中期目標検討委員会の本分析の結果についてとい

う白表紙の本をお配りしてございますけれども、これは、若干漏れがあったかもしれませんが、

ほとんどの委員には既にお配りをしているところでございますので、本日、これをお貸しする

形で、終わった後、机の上に残しておいていただければと思います。 

 それでは、資料３に基づきまして説明を申し上げたいと思います。 

 資料３は、資料３－１から資料３－３まで３種類の資料がございます。 

 まず資料３－１でございます。これは、中期目標検討委員会で分析した結果の概要として、

一般国民にわかりやすく説明するために内閣官房がつくった資料でございます。 

 そのポイントは、１枚めくっていただきまして、３ページの「中期目標の６つの選択肢」と

いうところをごらんいただきたいと思います。選択肢を６つつくったわけでございまして、考
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え方としては２つの考え方がございました。１つは、諸外国との関係において、先進国全体で

25％削減をするというときに、限界削減費用を均等にするやり方で案分するやり方、それから

ＧＤＰ当たり対策費用を均等にして案分するやり方、それから各国が25％ずつ削減するやり方

という考え方のラインが１つ。それからもう一つは、むしろ実態から技術を積み上げていって、

エネルギー長期需給見通しの努力継続ケース、最大導入ケース、それから1990年比15％削減ケ

ース、1990年比25％削減ケースという積み上げで深さを変えていくという、２つの考え方で、

あわせて、対策⑥のところは共通するわけですけれども、全体の６つのオプションを書いたと

いうことでございます。 

 それから、右上に目を移していただきまして、必要な対策・政策の考え方でございますけれ

ども、これは先ほど申し上げた積み上げの４つのケース、対策の①、③、⑤、⑥につきまして、

どういう思想で対策技術を考えているかということでございますけれども、努力継続ケースの

場合には、既存技術の延長線上で効率改善をする。最大導入の場合には、最高効率の機器を現

実的な範囲で最大限導入をしていく。15％削減の場合には、新規に導入する機器はすべて最高

効率にして、更新時期前の既存ストックの機器も一定割合を買換え改修をする。対策⑥の場合

には、すべてを、新規・既存とも最高効率の機器にして、経済の活動量（生産量）の低下も認

めるという考え方でございます。 

 そういう考え方に基づきまして、５ページにございますように、例えば太陽光発電等、自動

車、交通流、住宅・建築物等につきまして、それぞれのケースでどのような導入の仕方になる

かということを書き記したのが５ページでございます。 

 それから、１枚めくっていただきまして６ページですけれども、これは、経済影響へのメカ

ニズムについての説明でございますが、プラスの効果とマイナスの効果があるんだけれども、

総合的に見れば経済のマイナスの影響のほうが大きいという説明をしております。 

 それで、それについての分析結果が７ページにございまして、先ほど申し上げた４つのケー

スについて、実質ＧＤＰ、失業率、民間設備投資、可処分所得、光熱費負担、限界削減費用に

ついて書きあらわしています。 

 それから、８ページは他国の排出量との比較、これは限界削減費用の分析をベースに書きあ

らわしております。 

 それから、長期目標との関係か９ページということで、これが一般に、例えば国民対話等々

で使用した資料でございます。 

 そのもとになっているのが資料３－２と資料３－３でございます。資料３－２が中期目標検
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討委員会の正式なアウトプットになっているわけでございますけれども、資料の順番を変えま

して、資料３－２の添付６という14ページを先にあけていただきたいと思います。 

 ここでは、中期目標の検討の背景、モデル分析の手順・構造について書いてあるわけでござ

いますけれども、まず14ページの頭のほうにありますように、中期目標設定の必要性、その次

に検討の視点、検討状況、それで中期目標検討委員会の設置ということで、構成のメンバー及

び検討における方針等々について書き記してございます。それから、15ページの検討状況であ

りますが、その下に、モデル分析についてということで、使用した各モデルの特徴が書いてご

ざいます。 

 これの関連の資料が資料３－３でございますけれども、資料３－３の色刷りのところを見て

いただきますと、左側に、「「選択肢」を構成する要素」として、目標水準、次にエネルギー

利用の形態等、３番目に日本社会・経済への影響と、この３つの大きなアウトプットを出すた

めに、右側にありますように、本日お集まりの研究機関の持っておられるいろいろなモデルを

組み合わせて分析を行ったということでございまして、大きく分けてモデルには３種類ござい

ます。 

 積み上げモデルとして、まず限界削減費用により世界各国との比較を行うモデルとして、Ｒ

ＩＴＥモデルと国環研モデル。その次に、国内の技術を詳細に積み上げるモデルとしてエネ研

モデルと国環研モデル。さらに、一般均衡・マクロモデルとして、経済への影響を分析するモ

デルとして日本経済研究センターモデル、これも正確に言いますとマクロモデルと一般均衡モ

デルと２種類ございます。それから、国環研の持つ一般均衡モデル、それから慶應義塾大学の

持つ一般均衡モデル、ＫＥＯモデルと、計４つの一般均衡・マクロモデルをしたということで

ございまして、それぞれが得意とする分野を分担しながら分析を進めたということでございま

す。 

 もう一回資料３－２に戻っていただきますと、16ページにモデル分析の手順・構造が書いて

ございますけれども、エネルギー起源ＣＯ２だけではなくて、その他のガスも加えて、いわゆ

るＧＨＧについて分析を行ったわけですが、森林の吸収及びＣＤＭ等によるクレジットの取得

については、分析の対象とはしてございません。 

 それから、マクロフレームの統一ということで、ここにございますように、実質ＧＤＰ、人

口、原油価格、粗鋼生産量、輸送量、原子力発電について、統一したマクロフレームを用いて

分析を行っております。 

 それから、16ページの下のほうから、「「複数の選択肢」の考え方の決定」ということでご
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ざいますけれども、先ほど申し上げたようなケース分けをしたということで、先ほど申し上げ

た２つの考え方が16ページから17ページに示されてございます。 

 17ページの③にございますように、世界モデルによる分析と、日本モデル・経済モデルで分

析を行う排出量の決定ということで、世界モデルにおきましては、ここにあるような形で分析

を行い、その結果を踏まえて選択肢の統合を行いまして、それで最終的に、その後、日本モデ

ルで具体的な対策の対応、経済モデルで経済・社会に与える影響ということを分析していった

わけでございます。 

 18ページに名簿が並んでございますけれども、中期目標検討委員会は各研究機関のヘッドク

ラスで構成されていたわけでございますが、実際にモデルを回して分析したのは、きょうご参

集の方々が非常に多いわけですけれども、ここに列挙されている各研究機関の研究者たちであ

るということでございます。 

 そういうことを踏まえまして、もう一回、資料３－２の最初のページをめくっていただきま

すと、これが総括表でございます。それで、先ほど申し上げた６つの選択肢につきまして、

2020年時点の排出量の増減率。それから、その場合に、それに対応する先進国全体、ＥＵ、米

国の削減率。それから、先ほど申し上げた対策・政策の考え方。それから、経済への影響とい

うことで実質ＧＤＰ、民間設備投資、失業者、世帯当たりの可処分所得、家庭の光熱費支出に

ついて記されているわけでございます。 

 その裏のページに非常に細々と注が入ってございますけれども、この注で幾つか触れておき

たいところがあるわけでございますが、特にありますのは、注５以降、ＧＤＰとか民間設備投

資、失業者、可処分所得、光熱費支出ということで、いろいろな数字が出ているわけでござい

ますけれども、この数字を算出するに当たりまして、どういう前提で算出したかということが

ここに書かれてございます。したがいまして、それを踏まえてご議論いただければと思います。 

 それから、その次の添付１でございますけれども、対策のメニューについて国環研とエネ研

が分析したものでございまして、①、③、⑤、⑥の４つの選択肢につきまして、それぞれ太陽

光発電や次世代自動車、省エネ、高効率給湯器、電源構成等について記しているものでござい

ます。 

 それで、その次のページでございますけれども、選択肢⑤のところで、エネ研と国環研で積

み上げ方に違いが出ましたので、そこのところについては、かなり詳しめの資料をつけてござ

います。 

 それから、その次のページ、添付２でございますけれども、これは世界モデルということで、
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日本の削減率に応じて、世界がどのような削減率になるかということについて記したものでご

ざいますけれども、限界削減費用分析で見ますと、どうしても日本のほうが省エネが進んでい

る関係から、諸外国の高い削減率が要求されるという形になるのが示されてございます。 

 それから、また１枚めくっていただきまして添付３でございますけれども、これが経済・社

会への影響の分析結果でございます。先ほど申し上げた４つの一般均衡・マクロモデルにつき

まして、対策①をリファレンスのケースとしながら、③、⑤、⑥につきまして、どの程度の影

響があるかということをパーセンテージ等であらわす形になってございます。 

 それで、添付４以降、それを１つの各選択肢ごとに合体いたしましてあらわしたのが添付４

でございまして、対策①、③、⑤、⑥ということであらわしてございますけれども、対策⑤は、

先ほど申し上げたように２種類の記述の仕方がございます。対策⑥も同様でございます。これ

はエネ研と国環研におきまして、積み上げ方に若干の違いが出たということが原因になってご

ざいます。経済への影響のところはそれぞれ同じでございます。 

 それから、添付５でございます。これは、長期目標との整合性や温暖化の被害コスト分析も

やってございますけれども、それについて簡潔に、国環研及びＲＩＴＥが共同で文書を出した

ものを添付してございます。 

 ということで、非常に簡単ではございますけれども、概要は以上でございます。詳しいとこ

ろは各研究機関から補足をお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○植田座長 ありがとうございました。 

 ここで、小沢大臣は所用で退席されますので。 

○小沢環境大臣 先生方、よろしくお願い申し上げます。 

○植田座長 ただいま事務局からの説明につきまして、実際にモデル分析にかかわられました

研究機関の皆様から補足説明がありましたらお願いしたいと思いますが、これは国立環境研究

所からということでよろしいですか。お願いいたします。 

○国立環境研究所（藤野） うちの研究所だけ世界モデル、日本モデル、経済モデルというの

をわずかな人数で回して、死ぬ思いをしたんですけれども、補足説明、１つは、我々は本当は、

それぞれのケース、15％とか25％、こうすればできるんだということをかなり丹念に、エネ研

さんと、それこそ３月の３連休のときに２日間エネ庁にこもって合宿して、やり合ったんです

けれども、残念ながらそれがうまく伝わらなかった。情報の伝え方というのが１つ問題があっ

たかなということは思います。 
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 あと、経済への影響の分析のところも、残念ながら、内閣官房のほうで資料を最後につくら

れて、研究者には知らされなかったんですね。それで答えが出てしまって、22万円と14万円と

いう数字が出て、それが専らマスコミに宣伝されまして、それもかなり誤解されている節もあ

って、2005年から36万円減るんじゃないかと勝手に間違えている人もいて、それは2020年から、

それも努力継続ケースという９０年比プラス４％で、それも経済モデルが言うかなり理想的な

資源配分が行われているという理想的なケースから22万円下がると、実際の社会は、今、失業

率もこれだけあって財政も余り収支がよくない状況なわけですが。また光熱費の14万円も、こ

れは本来、可処分所得の差分だけ見るべき数字でありまして、2005年の一般家計の可処分所得

の平均が479万円であるものが、2020年だとＧＤＰが年率で1.3％ずつ増えるということを想定

していますから、555万円になるんですね。555万円に対して22万円減る、533万円という数字

をきちんと伝えないといけなかったんですけれども、そういう差分の数字だけ示してしまった

というところで、まずはどういうふうに表現するかというところを見直しながら、あとマクロ

フレームにつきましても、2020年を完全に予測することは当然できませんから、もう少し幅広

な議論を行う必要があって、再びチャンスが来た。でも、また死ぬ思いをするのはあれなんで

すけれども、そちらのほうは貢献させていただければと考えています。 

 以上です。 

○植田座長 ありがとうございました。 

 それでは、続きまして地球環境産業技術研究機構からお願いできますか。 

○地球環境産業技術研究機構（佐野） 資料３のところで出ている我々の結果としましては、

我々が世界モデルと言っているＤＮＥ21プラスということで、国環研さんみたいに３つは持っ

ていなかったんですけれども、基本的に他国との公平性ですね、そういったことを評価すると

いう分担をメインで受けたわけですが、その結果につきましては、先ほども多少ありましたけ

れども、日本については真水で比較すると省エネ対策も大分進んでおりますので、限界費用を

同じような形にすると、ほかの国で大分削減を行っていただかなければ公平にはならないとい

うメッセージが１つ出せたかなと思っています。これについては、国環研さんのほうの世界モ

デルとも大分すり合わせを行いまして、割と似たような結果を出しておりますので、ある程度

の幅で信頼できるものかなと思っております。 

 あともう一つやりましたのは、長期との関連性ということで、分析結果はメインの話ではな

かったんですけれども、そういったことも行いまして、先ほどありましたように、資料３－２

の添付５のところに、国環研さんと共同のお話ということで書かせていただきましたが、温暖
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化問題は長期になりますので、重要なところといいますと、そこに挙げてありますが、世界の

排出量を長期的に下げていくには、世界全体、とりわけ主要途上国の実効ある排出量削減を着

実に進めるようなことが必要でありますとか、あと削減目標に関しましても、実際は温暖化緩

和コストで、温暖化影響の被害のコスト、温暖化対策をとらなかった場合の影響のコストと、

あと対策をとったときにその影響がどれくらい下げられるのか、そういった差分をとって、そ

れを両方合わせて、本来考慮して分析することが理想ですという形で出しておりますが、それ

については、残念ながら前回はできなかったという形になっております。 

 簡単ですが、私のほうからは以上です。 

○植田座長 ありがとうございました。 

 それでは、次は日本エネルギー経済研究所でしょうか、お願いします。 

○日本エネルギー経済研究所（小山） エネ研の小山と申します。この非常に重要な会議に参

加できましたことは非常にありがたく思っております。 

 具体的な補足につきまして簡単に、今回、前回の作業にモデル分析の任に当たりました末広

のほうからさせていただきたいと思いますが、本来、うちからは伊藤が参加させていただくと

いうことになっておりましたが、本日、どうしてもよんどころないことがございまして、代理

ということで私が参加させていただいております。 

 では、補足につきましては末広のほうから。 

○日本エネルギー経済研究所（末広） 日本エネルギー経済研究所の末広と申します。 

 弊社では、技術の積み上げによってどれだけ日本のＣＯ２が削減できるかといった日本モデ

ルを担当いたしました。経済とかマクロフレームについては、ある意味前提として考えて、そ

こから技術を積み上げていくと。ですから、モデル上、技術を積み上げれば幾らでもＣＯ２は

減るんですけれども、問題は、その技術の積み上げの前提の現実性をどういうふうに考えるか

というのが非常に重要かと思っております。そのためにこういった政策・対策が必要だという

ことを国環研さんと一緒に議論してやったということであります。 

 ケース③の最大導入ケースについては、ほぼ意見の一致を見たわけですけれども、⑤、⑥に

ついては若干意見の相違はありましたが、おおむね大きく違った結果ではないのではないかと

思っております。 

 以上でございます。 

○植田座長 それでは、日本経済研究センターですね。お願いできますでしょうか。 

○日本経済研究センター（落合） 日本経済研究センターの落合と言います。よろしくお願い
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いたします。 

 日本経済研究センターとしましては、基本的に経済分析をする研究所ですので、経済的な側

面からＣＯ２価格等が上がったときにどのように経済に影響が及ぼされるか、そこを中心に分

析してもらいたいという形で依頼を受けました。 

 後で資料を説明する時に説明してもいいのですが、例えば資料４の日経センターの資料４－

４を見ていただくと、後ろのに２つ資料が出ています。片方が日経センターが出した温暖化モ

デルのディスカッションペーパーです。そこの５ページを見ていただくと、そこに、ＪＣＥ

Ｒ-ＣＧＥモデルがどういう形でつくられているかがすべて書いてあります。基本的にはこれ

は関東学園大学の武田先生、大阪大学の伴先生がつくられたモデルを基礎としております。ま

た、ＭＩＴのＥＰＰＡモデルという、環境を分析するＣＧＥモデルを参考にしています。普通、

環境分析でＣＧＥモデルを多く使われていますけれども、ＪＣＥＲ－ＣＧＥはそれに合致した

形のモデルが使われています。ＥＰＰＡモデルに準拠したというのは、さまざまな新エネルギ

ーなどを組み込める。また、それを使った応用分析等も行われているということがありました

ので、それに準拠する形で使わせていただいております。 

 資料３に、経済への影響というところが先ほどありましたけれども、資料３の７ページのと

ころにある数字は、基本的には日経センターのＣＧＥの数字を採用していただきました。ただ、

世帯当たりの金額のところは、内閣官房のほうで数字をつくられましたので、これがいいのか

という問題はあります。、 

前回のワーキングチームでは、日経センターとしてはできるだけモデルの内容も公開して議

論しまして、あらかじめ言っておきますと、日本経済研究センターのモデルに関しては、日経

センターのホームページにディスカッションペーパーとして、すべてモデルのつくり方が載っ

ています。また、プログラムもすべて公開しています。ですので、日経センターのモデルに関

しては、使っているアプリケーションを持っている人には再現が可能となっています。 

 ところが、他の機関の話をするとまずいかもしれませんが、他の機関の方にはお願いを何回

かしましたが、モデルが出てこないんですね。分析結果はこうなりましたとか、こういうとき

にこうなるのはこうですと口では説明していただけるんですけれども、ある数字が、日経セン

ターはマイナスになる、うちはプラスになる、何でですかというと、こうこうこうで、こうい

う影響があるからですと抽象的には言っていただけますが、モデル自体を公開してもらえない。

日経センターは数字でいっぱい批判されていますが、日経センターは全部出していますので、

批判されやすい立場に置かれています。これはうちの理事長の深尾もそうですし、参考にさせ
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ていただいた大阪大学の伴先生もそうですが、こういう国の話とか大切な政策の状況であれば、

すべてを公開するべきだろうと。それで批判をされるならば、その上で直すことがあったら直

すべきだというスタンスです。日経センターはそれを守っておりまして、マクロモデルに関し

ても、白表紙のほうの資料２がありますけれども、この後ろにすべての方程式を載せてありま

す。 

 ですので、日経センターに関してはそういったものを見ていただければ、ここに問題がある、

ここの係数がおかしい、何でこんな設定をしたのだということがすべてわかるようになってい

ますので、それを見ていただいて批判していただければ、そのほうが生産的かなと思います。 

 あと、他の研究機関との比較もそうなんですけれども、結果の数字を比較するのは重要だと

思いますが、結果の数字が何で出たのかという部分が大切だと思います。そこがほかの機関は

わかりませんので、日経センターとしては、ただ叩かれているだけというところがありますの

で、そこはバランスをとっていただければと感じております。 

○植田座長 ありがとうございました。 

 とても重要なご指摘がありまして、モデルがブラックボックスになっているのではまずいの

ではないかという、透明性という話も大変重要な話ではないかと思いました。 

 それから、ご指摘いただいたように、これは何人かの方がご指摘いただいたんですが、結果

の表現の仕方ということもありますし、結果の数値がなぜ出てきたかということですね、そう

いう問題もとても重要なご指摘なので、やはり議論の素材が共有化される必要があろうかと思

いますので、このあたりは、モデルをまたいろいろ議論していきますけれども、大事にしたい

と思います。 

 ただ、先ほどの大臣の挨拶は、10月末までに何か、私も大変あれですけれども、10月末とい

うのは来週ではないのかなと思うので、このあたりをどういうふうに考えるかというのが、差

し当たりの問題としては当然あると思います。それから、大臣がおっしゃったような意味で言

うと、ＣＯＰ15に向けてというのがもう一つあるのかなと思いますので、また少し深めて議論

をしていきたいと思います。 

 本日は、先ほど大臣のほうから説明いただきました依頼事項につきまして、現時点でもう既

に各研究機関の皆さんに、どういうふうにお考えかという見解を書面にてご用意いただいてお

りますので、本当にこれだけでも大変ご苦労だったと思うんですけれども、順次ご説明をいた

だきたいと考えております。 

 それでは、まず国立環境研究所からお願いできますでしょうか。 
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○国立環境研究所（藤野） うちのヘッドの増井がほかの用事で、今向かっておりますので、

代わりに藤野から報告させていただきます。 

 資料４－１をごらんください。 

 10個の質問をいただいていまして、それぞれに対して、☆：モデル分析において早急に取り

組むべき課題、△：モデル分析において取り組むことが望ましい課題、そして□：コメントと

いうふうに分けて、10月末までにやれるかどうかというところも含めながらコメントを書かせ

ていただきました。 

 最初の質問（１）、マクロフレームの話ですけれども、我々も、作業部隊のワーキンググル

ープのときには、鉄の生産量はもうちょっと少なくてもいいんじゃないかというようなことも

提案はしたんですけれども、こういうふうに公開の形では議論されなくて、内部の議論の間に

こういう数字に落ちついたんですけれども、そういった意味で、今後、人口減少が絡んできて、

鉄が１億2,000万トンというところをもうちょっと幅広に見てあげたりとか、旅客輸送量が

2005年並みということなんですが、実際、もう既に落ちていますから、そういったところをど

ういうふうに反映させるか。そして、電源構成についても、原子力発電を９基つくるという計

画ですけれども、それでプラス４％からマイナス25％まで全部やっていますが、それももうち

ょっと動かして、もし建たなかったらそれは大変なことなので、建たないときに、では次は何

をすればいいのかというような、幅広い分析というものが必要ではなかったかというのがまず

最初のコメントです。 

 ただしと書いてありまして、モデル計算の結果から鉄の生産量を、例えば１億トンというふ

うにやれば、また批判されるんですね。日経センターさんがそんなに批判されていたとは知ら

なかったんですけれども、うちもいろいろ批判はされますので、そのときに、結局は鉄を将来

何トンつくるかというのは、もちろんうちも生産量の想定をつくりますけれども、最終的には

政治的な判断で、どういう産業構造が望ましいかというような思想に基づいてシナリオはつく

られていくのかなと考えています。 

 そして、前回の問題点として、特にマクロフレームの産業側を動かせませんでした。産業界

ヒアリングというのをやったんですけれども、やったのは鉄鋼業界とか、セメントとか、紙パ

ルプとか、化学とか、電力業界とか、比較的大きな業界の産業界ヒアリングはやりまして、そ

れで彼らとのディスカッションを通じながら、削減量というのは見積もりましたけれども、例

えば中小企業だとか、あと再生可能エネルギーのほうもどこまで入るのかというようなヒアリ

ングは、十分行われなかったのかなということを思っています。そういうところをもうちょっ
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と、産業側の削減のほうも見ていく必要がある。逆にその分だけ民生にしわ寄せがいってしま

ったかなという反省があります。 

 モデル分析で早急に取り組むべき課題ですけれども、10月末ということが本当みたいなので、

こういう問題点を挙げながらも、４月14日まで我々が必死にやったことに関しては、自信を持

ってやっていますから、それに基づきながら入力条件を少しずつ変化させる。感度解析と言っ

ていますけれども、例えば鉄の生産量を1,000万トン変化させる。大体1.3％減りますけれども、

あと原子力の新設数とか稼働率を変えるとか、そういうのがまず即座にやり得ることかなと思

っています。最終的にはメインストーリーとして幅広に表現することは必要ですけれども、ま

ずそういうことを、もちろん入力条件とセットにして、透明性が非常に大事ですから、そちら

のほうをやる必要があると考えています。 

 そして、次の☆ですけれども、25％削減をやることは決まっておりますから、そして炭素税

を入れるということも政策として決まっていますので、炭素の価格付けが入ったシナリオを表

現する必要があります。どういうことかというと、日本の技術モデルで積み上げた数字という

のは、基本的に15％までは炭素の価格が入らない設定で積み上げています。つまり、炭素の価

格が入ると生産量も本当は動くんですけれども、生産量は固定のままでやっていますから、そ

ういったフィードバックというものも示す必要があると考えています。 

 そして、次の☆ですけれども、政策措置の導入を前提とすることで設定されるマクロフレー

ムとそれに基づく試算結果についても、十分に言葉を尽くす必要があると考えています。それ

は実現させるために何が必要かということを、材料を提供することで議論していただく。 

 △のほうですけれども、モデルに用いるマクロフレームのデータについては、それは新しい

ほうがいいんですけれども、時間的な制約で、次の△にも絡みますが、産業連関表を2005年に

更新するということは、10月末はちょっと間に合いません。 

 次の（２）ですけれども、プラスの効果は出てこないのかということです。 

 １つ、これは誤解なきようにしたいんですけれども、2020年までに根拠をもって想定し得る

エネルギー効率改善というものは、経済モデルにも既に含まれていて、それでマイナスの結果

というものが出ています。しかし、炭素の価格付けが行われれば、環境分野の新市場創出とい

うものは、もちろん日本でも起こりますし、またほかにも、アメリカとか欧州、韓国、中国そ

の他の国でもそういうことは期待されておりますので、そういった効果をどうやって入れ込む

か。モデルというのは、前提となるデータがない限り計算できませんから、そういったものを

モデラーが勝手につくってしまうとまずいんですけれども、例えば風力発電を導入することで
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雇用効果がこれだけ生まれるとか、または新たなタイプの発電装置をつくることで付加価値が

さらに高まるということは、残念ながらモデルの中には今入っていません。そういうのをどう

やって入れ込めるかということが重要です。 

 そして、今回の経済モデルの分析では、異時点間の最適化というのを行って、我々のモデル

は行っておりませんので、想定した投資関数によって将来の社会構造がある程度規定されてい

ます。今回、2020年だけ見ましたけれども、2030年とか2050年に向けて、最終的にそれがもと

がとれるとか、そういったところもきちんと示していく必要があったかと思います。 

 △のほうは、我々のモデルの欠点を書いておりますけれども、根拠を持った想定ができない

限りモデルでは計算できませんから、そういったものをどうやってつくるか、またはつくれな

いならば、それをどう判断するかということが大事になっていくと思います。 

 （３）ですけれども、炭素貯留・回収、スマート・グリッド等のことですが、４月までは比

較的手堅いもののみを入れています。電気自動車は入っていますけれども、炭素貯留・回収

（ＣＣＳ）については入れていません。 

 新たな技術の可能性というものは、もちろん検討する必要はあると思いますけれども、大臣

がおっしゃったような客観性に基づきながらやる必要があるというふうに考えています。 

 そして、３番目のところは、先ほどと同じヒアリングですけれども、業界全体に聞くのでは

なくて、個別企業を対象にしたヒアリングも行って、一体どういう産業構造またはビジネスが

できるかということをぜひお聞きしたいと考えております。 

 （４）ですけれども、ほかの国との関係、鳩山スピーチの主要排出国の温暖化対策の程度に

応じたケース分けの話ですけれども、先ほど説明がありましたように、これは世界の技術選択

モデルによって、主に限界費用について計算しました。ただ、世界の技術モデルもマクロフレ

ームが決まっていますから、本来なら、炭素税が入っていくと、それによってそれぞれの生産

量が変わるんですけれども、そういうものは検討しておりません。 

 そういった意味で、３番目の☆ですけれども、世界の経済モデル等の分析というものが、本

当にそういうことをやるならば必要になっていくと考えております。 

 そして、さらに重要になるのは、国際排出量取引とかＣＤＭとか、京都メカニズムの効果に

ついて見きわめる必要があると考えています。25というのを、こんなことを言ったら怒られる

かもしれませんが、真水でどこまでできるかというのもありますから、国内削減でどこまでや

るのか、クレジットでどこまでやるのか、森林吸収でどこまでやるのかというような組み合わ

せで数字が決まっていくと思いますけれども、それも幅広に検討する必要があると考えており
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ます。 

 そして、国内経済モデルで対応する場合には、輸出・輸入というものもかなり想定を変えて

見直していく。国際競争力が高まるならば、輸出量が増えて、それによって収入が得られるか

もしれないというところについては、前回の検討ではそれほど含まれておりませんでした。 

 （５）ですけれども、政策パッケージの話です。これも先ほどのちょっと愚痴に近いところ

ですけれども、日本モデルでエネ研さんと相当、政策措置については我々なりには検討したん

ですが、残念ながら経済モデルについては優遇策の検討というものはまだ反映しておりません

し、あと、そのために追加投資の負担がすべて民間で行われるというような前提で行っていま

した。 

 これに対しましては、目指す道筋を明確にするために、政策措置ですね、例えば環境税を課

税した上で、税収を産業や家庭における環境対策に還元する措置、投資回収年数を長くする、

そうすることによって負担が個別のところは軽減しますから、そういった効果を分析する必要

はあると思います。我々もこれはサイドストーリーとして、例えば投資回収年数を長くする計

算をしたんですけれども、これはあくまでサイドストーリーであってメインではありませんと

いうことで、残念ながらメインの話には入ってきませんでした。 

 次に、大幅な対策によって局所的に短期的な需給ギャップが起こることが懸念されますけれ

ども、そうしたギャップを政策によって解消し得ることは非常に重要だと思います。これはモ

デルではできないところもありますので、今まで高炭素産業で働いている人が低炭素産業に移

るときのセーフティネット等も検討していく必要があると考えております。 

 そして、真水に加えてクレジット、これは先ほども言いましたので省略します。 

 そして、一方で国内炭素税と国内排出量取引、民主党政権でやると言われているものですけ

れども、これはモデルで表現するのは、国内炭素税まではできますけれども、国際排出量取引

の影響分析というものは、世界経済モデル等をやらないと正直なところできませんので、モデ

ル以外の定性的・定量的分析または専門家の知見が非常に重要になっていくと思います。 

 見かけの数値のみ注目されて、どのような政策をどのように実行していくかという点につい

ては、分析結果を示しているだけですので、これは本当に深くやらないと、25％やるのは厳し

いと思っています。 

 （６）ですけれども、真水の削減割合を複数のケースに分けて分析を行うべきではないか。

これはまさしく我々も、前回の委員会では委員に入っていたニシオカがずっと主張していたこ

とでして、例えば５％刻みでわかりやすい選択というものは行うべきだというふうに考えてお
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ります。 

 次のページに移っていただきまして、最後のポイントで、ただし、国際交渉上、どれだけそ

うした数値をオープンにするかは別途検討が必要であると思われますけれども、もう25％やる

と言ってしまったので、それに対しては、まず我々がどうやってやるのかという情報をオープ

ンにする必要があると考えています。 

 （７）ですけれども、温暖化対策を行わなかった場合のコストも加味するべきではないか。

別途、環境省の地球環境研究総合推進費で温暖化の日本に対する影響という分析をしています。

一応はご報告しましたけれども、結局、ニシオカ委員のほうからの報告等のものに限られてし

まって、こちらの効果というものは十分入れられなかったというのと、2020年だけ見ても、影

響はほとんど出てきませんから、その後どういう影響があるか、それは３番目ですけれども、

2030年、2050年に日本の排出量またはアジア、世界にどういうふうに影響があるのかという分

析が必要です。ここでもし日本だけが、今、世界で４％の排出量ですけれども、2050年に向け

て60とか80減らすだけの計算をしてしまうと、ほとんど温度の影響は出ませんので、そういう

影響をどういうふうに想定するかということが大事になっていきます。 

 ここのところは、あとほかにいろいろありますけれども、温暖化対策の被害もそうですが、

ベネフィットをどうやって見ていくかということが大事になっていくと考えています。例えば

最後のところですね、温暖化被害について経済的な側面だけを強調すると、人命への影響や生

物多様性への影響など、金銭価値に換算することができない影響について見落とす可能性があ

りますので、影響については物理的な側面についてもあわせて示すことが必須であると考えて

おります。こういったことは、栗山先生がよく研究されているような分野もぜひ踏まえていく

必要があると考えています。 

 （８）ですけれども、国民にもわかりやすいように、分析結果の表現方法を見直すべきでは

ないか。モデルの仕組みや前提条件を明確にするということです。これは本当に当然のことで、

今、増井がいないので、経済モデルのほうの状況については増井が来てから報告しますけれど

も、結果の表現についても、これは先ほど申し上げたことになります。 

 ５ページ目に移っていただけますでしょうか。長所と短所を明確に分けて示すことが重要で

あると考えています。費用がかかるというのも当然なんですけれども、一方で、省エネ効果が

出るとか、エネルギーセキュリティにどれだけ貢献し得るとか、そういったことを、または産

業構造が変わることが必ずしもマイナスだけなのか、今後、2050年に向けてどういうふうにつ

ながっていくかということをよく示す必要があるのではないかと考えています。 
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 そして、2020年までで区切ってしまいましたので、例えば断熱住宅とか、2020年以降も効果

が継続するものについて、過小評価している可能性もあります。 

 あと、経済モデルで示されている炭素価格の政策的な意味づけというものも明確にする必要

があると考えています。経済モデルにおいては、炭素税や排出量取引を意味するもので、試算

結果がどのような政策を前提に実現されるものかを説明する必要があるて考えています。 

 そして、厳しい目標は国富の海外流出を招くといった意見もありますけれども、こちらのほ

うは世界経済モデル等も用いながらきちんと分析する、一方的な意見で終わらないようにする

必要があると考えています。 

 （９）ですけれども、諸外国等のモデル分析との対比を行うべきではないかということです。

実際のところこれはもう既に行われていまして、ＩＰＣＣ等でも、ＡＩＭの結果も引用された

りとかして、それによってもう既に比較されています。また、今回、日本モデルをエネ研さん

とやりましたし、世界モデルもＲＩＴＥさんとやって、お互い分析が相当進んで、モデルの信

頼性は十分に高いと考えております。 

 ただ、世界経済モデルのところが前回やりませんでしたので、これをどのようにやるかとい

うことです。これはやれと言われたらやらざるを得ないので、結構大変な話なんですけれども。 

 そして最後、（10）ですけれども、その他です。我々の願いとしては、タスクフォースの目

的を明確にしていただきたい。我々は役者ですから、決められたト書きがあったら、そのとお

り演じますけれども、ト書きが余りはっきりしないと、どういう結果を出せばいいかわかりま

せん。それが国内向けの説得資料を作成するのが目的なのか、国際交渉に資する情報提供をす

るのが目的なのか、こちらのほうは、例えばコペンハーゲンに向けてこういうものが欲しいと

か、またそれ以降についても、2050年に向けて政策づくりに必要だからこういうのが欲しいと

かということをはっきり言っていただきたい。 

 あと、モデルの世界と現実の世界の違いを認識した上でモデル結果を利用していただくよう

に、検討チームのメンバーに対して事前に講義していただくことをお願いしたい。モデルは万

能ではありませんから、そしてあくまでとり得る対策の整合性を確認するための道具ですので、

それを踏まえながら、その中身を理解しながら、ぜひ政策のほうにつなげていただきたい。 

 そして、モデルは根拠が数値的に想定できる範囲での一断面を示しているにすぎませんので、

1990年比25％削減とか、低炭素社会のようにドラスティックに社会の条件が変わる状況という

ものを、既存の社会経済構造の延長のモデルでやるというのは、実際のところかなり難しいと

ころがあります。政治のリーダーシップで、今回、国内排出量取引、炭素税、固定価格買い取
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り制度をやるということが言われておりますので、それを一体どういうふうにやるかという条

件を与えていただければ、我々も計算が可能になってきます。例えば、米国のグリーンニュー

ディールとか韓国のグリーン・グロースというのは、どうも話を聞いていると、その既存のフ

ォアキャスティングタイプの分析だけでは推計できない社会経済効果というものを期待してい

るように我々のほうには見えます。モデルは政策と科学のプラットフォームでありまして、政

治における決断に資する情報を提供するということが目的と考えています。 

 長くなりますが、モデル結果を現実に近づけるためには、モデルの外でのさまざまな工夫が

必要になります。例えば温暖化対策を行うことによって初めて実現し得る、日の目を見る技術

については、個別にシナリオとして与えるなど丁寧な扱いが必要です。すべての要素をモデル

に盛り込むことはできないと思います。入力条件に対する結果は客観的ではあるが、どのよう

な理論に基づいてやるかというのは、先ほど日経センターの方のご指摘に私も同意します。結

果の見せ方についても十分議論していただければと考えています。 

 最後ですが、既存の日本モデル及び経済モデルを用いるのであれば、マクロフレームの見直

しを政策の加味も踏まえて、真水割合を複数ケースについて行い、結果の表現に気をつけて、

25％削減に向けた選択肢を提示することが優先される作業であると我々は考えています。時間

が極めて限られておりますので、その作業の目的をはっきりしていただいて、検討項目もはっ

きりしていただいて、定量化のほうに役立てたい。世界経済モデルを用いるのであれば、温暖

化の被害も踏まえつつ、国際枠組みについての分析を追加してやりたいですけれども、これは

時間がかかります。 

 長くなってすみませんでした。以上です。 

○植田座長 ありがとうございました。 

 それでは、続きまして地球環境産業技術研究機構からお願いできますか。 

○地球環境産業技術研究機構（佐野） 先ほど私のほうも名前を言うのを忘れていましたけれ

ども、うちも責任者の秋元がまだ移動中ですので、私、佐野から代わりに報告させていただき

ます。 

 資料４－２に基づいて報告いたしますが、マクロフレームの設定に関してですが、世界モデ

ルの視点からは、やはり世界の各国間の公平性、国ごとの比較ということを行いますので、世

界的な経済危機の影響はほとんどの国に及びますから、ＧＤＰ成長率の想定を変えたとしても、

国の間の相対的な関係は余り変化がないのではないかというふうに考えております。 

 あと、粗鋼生産量の想定ですが、世界全体での粗鋼生産は伸びていくという想定に対応して
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日本の生産量を設定したというものでございますが、ＲＩＴＥのほうが想定しております成果

の粗鋼生産量は、例えばＩＡＥＡのEnergy Technology Perspectiveなどと比べても、低めの

ものという形になっておりますので、日本の生産量の想定が特段過大だとか、そういうふうに

は考えていないという意見でございます。 

 （２）のエネルギー効率向上や環境分野の新市場創出等によるプラスの経済効果というとこ

ろでございますが、我々世界モデルの分析では、当然ながら省エネルギーによる便益を含めた

分析を行っているということでございます。 

 あと、新しい技術でございますが、太陽光発電は2005年から2020年の間にコストが約４割低

減するとか、将来のコスト低減も見込んだ分析を行っているという形になっております。 

 あと、内政的な技術習熟ですね、実際にモデルの中の技術導入量が増えるに従ってコストが

減るということにつきましては、これまで分析した研究事例もあるんですけれども、その経験

からは、研究的には興味深い結果が得られるということは言えるんですけれども、実際、どれ

くらいコスト低減が進んでいくかという習熟率の計測が大変難しいので、具体的な数値を議論

するのは難しいというふうに考えておりますし、実際に各技術は、習熟しなくてコストが低減

しない、固定的な部分も割とあると。例えば電気自動車だと、価格が下がるのは電池のところ

がメインだとか、そういった話もありますので、特に導入が大きく加速するようなケースでは、

コンポーネントに分解してそれぞれの習熟率を想定すると、そういったことをやらなければい

けないということで、大変難しいということですし、あと、割と精緻な想定を行った分析を行

っても、我々がやっているような外生的な想定を行った場合と余り差異がないような研究もあ

るということを考えておりますので、この分析を行っても、時間が限られていることを考えま

すと、分析に要する労と比較して得られるものは余り大きくないだろうというふうに考えてご

ざいます。 

 もちろん、仮に感度解析が求められるのであれば、もう少し技術が進歩しますよというよう

な形で分析することは可能でございます。ただそれも、先ほども言いましたが、世界モデルの

立場からすると、国際的な比較が主な分析の焦点であるとしますと、各国間がそれぞれ少しず

つ削減費用が技術進歩によって下がるというような形になりますので、相対的にはこれまでの

分析と余り差異が出ないかもしれないというふうに考えております。 

 あと、国内の新市場創出の効果でございますが、こちらについては、我々のモデルはエネル

ギーシステムモデルと呼んでいるようなタイプを主としておりまして、経済全体を評価するモ

デルではございませんので、市場上の効果は評価できないという形になっております。 
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 ただ、エネルギーのほうは、一般的にグリーン化しても、温暖化対策以外には効用が増すわ

けではないと。例えば、石炭からつくった電気でも太陽光発電からつくった電気であっても、

基本的に何に使えるかというのは同じであるということでございます。 

 あともう一つ、新市場創出があっても、一方で減少する市場がありますので、温暖化対策コ

ストの増分を見るというのが適切な方法ではないかと考えております。 

 ただ、先ほども申しましたように、経済全体での影響は、我々のＤＮＥ21プラスモデルでは、

現状できないという形でございます。 

 あと、海外の排出削減によって、海外において温暖化対策技術の市場が広がって、日本の優

秀な技術が海外市場で販売を伸ばして、経済にプラスを与える影響があるのではないかという

ことにつきましては、その可能性はあると思います。そういった分析は、追加の分析としては

重要であろうというふうに考えておりますが、この場合、全世界、少なくとも主要国すべてが

国際的公平性の点から相応の排出削減を行うということが当然条件になってくると考えてござ

います。 

 続きまして、（３）の新しい技術の可能性の加味というところでございますが、スマート・

グリッドのところは、割と言葉があいまいなところもあって難しいとところもあるんですが、

我々のモデルでは、太陽光発電とか風力発電、こちらのほうについてはバッテリーの追加によ

って、最大系統電力の３割までは利用可能という形で想定しておりますので、暗にスマート・

グリッドは必要であれば入れることはできるという形で想定しております。 

 あと、電気自動車についても既に考慮してございます。 

 ＣＣＳでございますが、こちらはモデル上は考慮しているんですけれども、前回の検討委員

会の議論において、2020年では実施可能な量は限られるということ。あと、不確実性が高いの

ではないでしょうかという話でしたので、2020年では導入できないという形で評価を行いまし

た。 

 我々ＲＩＴＥのほうでも、実際、ＣＣＳの技術開発も行っているんですが、2020年時点でＣ

ＣＳを広範に実用化するためには、相当の技術的ブレークスルーとそのための資金、そして社

会的な理解の促進ですね、ＣＯ２が漏れるんじゃないかとか、そういった話がございますので、

そういった理解の促進等が必要であって、前倒ししたロードマップが絵にかいた餅とならない

ように、慎重な検討が必要であるということは考えております。 

 もし必要でございましたら、ＲＩＴＥのＣＣＳの研究者のほうから技術開発の現状をプレゼ

ンさせることは可能です。 
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 続きまして、（４）の主要排出国の温暖化対策の程度に応じたケース分けした分析という形

で書いてございますが、例えば、日本のみが厳しい削減目標となった場合の産業の海外移転に

よる日本経済へのマイナスの影響、逆に、他国も厳しい削減目標をとった場合の環境技術輸出

による日本経済へのプラス影響の加味を行おうとすれば、前の検討委員会で使った世界モデル

はではなくて、経済全体を、しかも部門別に評価できる世界経済モデルを利用する必要がある

ということでございます。こうしたモデルは、我々、別プロジェクトで有しておりますので、

場合によっては利用できる可能性があるという形でございます。 

 次に、（５）の政策措置の効果でございますが、世界モデルの分析では、削減費用の最小化

を行うということをしておりまして、最も理想的に低費用で削減できるものという想定をして

おります。したがいまして、政策措置については明示的には扱っておりませんが、理論的には、

分析された限界削減費用を炭素税として化石エネルギーの上流からかけることによって達成で

きることを示していることになります。 

 いろいろ複雑な政策措置をとれば、効率性のほうは阻害されますので、日本全体においては、

理論的にはむしろこの費用を上回る削減費用は必要になるという話でございます。 

 （６）の真水の削減割合という話につきましては、我々のモデルを使って複数のケースにつ

いて分析を行うことは当然可能でございます。 

 （７）の温暖化対策を講じなかった場合のコストにつきましては、こちらは先ほども申し上

げましたとおり、温暖化影響被害低減による便益、緩和策をとったことによって影響被害がど

れぐらい下がるかという差分ですね、こちらと温暖化緩和費用のバランスから決定されるのが

本来望ましいと考えております。 

 厳しい温暖化対策をとったとしても、過去の排出による時間遅れなどから、相応の温暖化影

響被害が生じると見られますので、温暖化対策を講じなかった場合のコストのみを計算すると

いうのは、余り意味のある分析ではないと我々は思っております。 

 先ほど藤野さんのほうからもございましたが、温暖化影響被害が大きくなるのは、21世紀後

半とか22世紀ではないかと。2020年ではちょっと近過ぎて、余り適切な分析ではないのではな

いかということが言えるかと思いますので、時間軸を踏まえた分析が重要であろうというふう

に考えております。 

 当然、これも先ほど多少ありましたが、温暖化影響被害コストに関して重要なのは、やはり

全世界とか、少なくとも主要国がある程度やらなければ、計算しても余り意味がないものです

から、そういったことを考えた分析をする必要があると思っております。 
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 （８）の分析結果の表現方法に関してですが、ＧＤＰロスを2020年のベースラインから引い

ているという話でございますが、こちらはＩＰＣＣなどでも通常用いられている表現方法でご

ざいまして、これはモデルでやった場合、ベースラインの推定というのは割と幅が出てくると

いうふうに考えられておりますが、一方、差分のほうは比較的信頼性が高いでしょうというこ

とも一因であるというふうに言えるかと思います。もちろん、我々のほうも、ＧＤＰロスがあ

あっても、ＧＤＰは伸びているという情報を同時に示すことは全く異論はないんですが、差分

であるロスのほうが情報としては重要であるということを認識しておくべきだと思います。実

際、ＧＤＰは基本的にずっと伸びてきておりますので、余りそれを強調し過ぎるのもいかがな

ものかと思っております。 

 長くなりましたが、最後でございます。（９）の諸外国等のモデルとの対比というところで

ございますが、これは基本的に国環研さんも同じだと思うんですが、ＲＩＴＥでも当然、国際

ワークショップへの出席等を通じまして、諸外国のモデル分析との比較は実施してきていると

ころであります。ですから、仮にそういった情報を出してくれという話であれば、整理した上

で情報を提供することは可能であるということでございます。 

 以上でございます。 

○植田座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして日本エネルギー経済研究所でございます。お願いできますか。 

○日本エネルギー経済研究所（末広） 資料４－３でございます。 

 いただきました依頼事項が全般的に経済モデルが主かなと考えられております。そういう意

味でかなりあっさりした文書になっておりますけれども、日本モデルでは、まず経済のフレー

ムがあって、それから技術を積み上げていって、どれだけＣＯ２が減るかというところに主眼

を置いております。 

 その意味で、最初の（１）のところ、マクロフレームの設定というのは重要であります。そ

れによってどれだけＣＯ２が減るかというのは、そこをベースラインとしておりますので、こ

このところは非常に重要ではあるんですけれども、不適切かどうかと言われたときに、何が適

切かというのは難しい問題でありますし、また、今回の中期目標でのモデル分析の前提としま

しては、マクロ経済の前提が各機関でばらばらであると、そこのところの議論が焦点になって

しまうということもありまして、ここは統一するというルールがありました。その統一のルー

ルに基づいてやったということであります。ですので、新たなマクロフレームを提示するとい

うことでありますと、時間がかかるかもしれませんけれども、提示されれば再試算することは
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できると思います。特に、うちのほうでも、例えば原油価格のことですとか、協力できるとこ

ろはありますので、そういった見直し作業については協力していきたいと思っております。 

 それから、（２）のところにつきましては、まさしく経済モデルの話だと思いますので、う

ちのほうとしては、特にエネルギー効率の向上のところ、ここに関しては知見を有しておりま

すので、そういった情報を経済モデルのほうに渡していき、よりいい分析ができるということ

に協力することは可能であるということであります。 

 それから、（３）の革新的技術の話ですけれども、電気自動車につきましては、既に運輸部

門のほうに考慮しております。 

 それからスマート・グリッドにつきましては、その概念が不明確であるということもありま

すけれども、基本的には太陽光発電を20倍とか40倍とか入れているということを考えますと、

スマート・グリッドをどう定義するかによりますけれども、系統対策は既に織り込まれている

というふうに考えてもらえればいいと思います。 

 ＣＣＳにつきましては、2020年までのタームで考えますと、なかなか導入は難しいのかなと。

実際、日本では、今、実験が始まったばかりということで、2020年あたりの実用化を目指すと

いうことであります。2020年で実用化できるということは、2020年ではまだ入っていないとい

うことだと思います。これにつきましては、先ほどＲＩＴＥさんのほうからありましたけれど

も、そういった技術の動向とかのヒアリングを加味して、その前に入る可能性があるというこ

とであれば、それをモデル上分析することは可能であるということであります。 

 それから、（４）につきましては、ケース分けをする場合につきましては、それに応じた条

件設定をすればモデルを回すことはできます。ただ、そのときの条件の設定につきましては、

技術をどれだけ積むかということについてのヒアリングとか検証作業というのが非常に重要で

あると思っております。ただ、モデル上は、設定いただければ可能であるということでありま

す。 

 それから（５）のところ、これにつきましても、政策等については、国環研さんといろいろ

と中身について十分議論をしました。その中で、今回新しく可能性があります環境税とか、そ

ういうところにつきましては、確かに入っておりませんけれども、価格の効果についての影響

分析というのは、うちのほうのモデルでも可能であります。ただ、それが経済に与える影響か

ということにつきましては、うちのモデルでは経済が先にありきですので、そのフィードバッ

クという意味では、経済モデルのほうで試算するべきかなということでございます。 

 それから（６）のところ、これは（４）と重なるんですけれども、ケース分けをした場合に、
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それはさまざまな条件を置けばできるということであります。ただ、前回の中期目標でも６つ

のケース、日本モデルでは４つケース分けをしてモデル分析をしたわけですので、それをさら

に細かくするということになりますと、その細かさに応じてですけれども、時間がかかること

もありますので、できるだけ少ないケースでしていただければと思っております。 

 （７）のところ、ここは温暖化の環境被害に関するところは、国環研さんを初めとして環境

分野に特化したところで分析をしていただければと思っております。うちのほうではこういっ

た分析はできないということであります。 

 それから（８）のところ、これは最初からそういうお話がありましたけれども、関係者が知

恵を出し合って、表現方法をわかりやすくするというのは異論はございません。ただ、先ほど

36万円という話が出ていましたけれども、当然、36万円減るというのは2020年では無理だと、

今より減るというわけではないというのはそのとおりなんですけれども、こういった影響分析

を考えるときには、あるレファレンスからどれだけ増えた、減ったと測るのが一般的であると

いうことであります。また、レファレンスのところの経済成長もあくまで前提でありますので、

必ずそれが実現できるということではないということもありますので、そういったところも注

意喚起して表現方法を考えるべきかと思っております。 

 最後の（９）のところ、これはまさにそのとおりでありまして、十分比較して、公平かつ客

観的な評価ができるというのが望ましいと考えております。 

 以上でございます。 

○植田座長 ありがとうございました。 

 それでは、最後に日本経済研究センターのほうからお願いできますか。 

○日本経済研究センター（落合） まず、マクロフレームの話ですが、日経センターはＧＤＰ

の成長率がどれくらいかという見通しを頼まれましたので、当時のコンセンサス予想、調査機

関平均値を参考にして、2005年から2020年まで平均成長率は1.3％と見込んでおります。基本

的には潜在ＧＤＰみたいなイメージとして成長を見込んでおります。 

 ただ、2008年度の実績値、2009年度について見ても、想定よりも下振れしておりますので、

それを踏まえて、もしも全体の成長率が落ちると仮定するのであれば、1.3％は高いという話

になります。ただ、景気が悪いときも景気がいいときも存在しますので、2020年に同じ地点に

戻る。結果として、あと10年ちょっとありますし、そうなってくれば平均的に1.3となります。

今は下に落ちている状態で、ある意味、潜在成長率から落ちてしまっているので、潜在成長率

に復帰するという話であれば、この1.3％を見直すことが必要ではなくなるという話もありま
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す。基本的にＢＡＵは外置きでしかありませんので、見通しは不透明と言えば不透明になりま

す。 

 ただし、成長軌道自体が上がったり下がったりしても、基本的にＢＡＵの水準が上下すると

いうイメージですので、そこから何％動くかということに余り影響はしない。ＢＡＵの置かれ

た部分が変わるだけですので、そこに関しては余り気にしなくてもいいのかなというイメージ

はあります。ただ、これは（８）と関係しますので、また（８）で少し説明させていただきま

す。 

 もう一つ、マクロフレームとしてＣＧＥについてですが、ＣＧＥは現在、2000年の産業連関

表を使っております。３月末に2005年が出ましたので、内容を2005年に差し替えるということ

は可能で、今、作業をしています。ただ、急に変えるというのもなかなか難しい問題がありま

す。産業連関表というのは年が変わると内容が変わり、産業分類が変わったりしますので、そ

の分類の見直し等をして、差し替えるという作業は行っています。月内で結果を出せるかとな

るとちょっと無ずかしかもしれません。 

 次は（２）になります。エネルギー効率等ですけれども、基本的にＢＡＵというのが努力継

続ケースという話でしたので、努力継続で2020年まで何も排出削減制約がないときに、これく

らいエネルギー効率が改善するというのは、その段階である程度入っておりますので、そこに

排出削減制約によりコストが加わることによって、そういった新しい技術が新規で投資される

率が増えていくというイメージです。つまり、トップランナー制度を採用していて、そこに制

約をかければ、よりトップランナー的に投資する部分が増えていくイメージで、ある程度技術

進歩というものは入っております。 

 その結果として、ＣＧＥモデルに関しては、排出削減に伴って産業構造が変わったり、人々

の消費行動が変わって、車に乗らなくなって電車を使うといった結果も出ておりますので、低

炭素社会への転換も盛り込まれています。 

 ただ問題は、新市場創出のほうですけれども、これも他機関の積み上げ型モデルの結果を参

考にして、新エネルギーなどに関しては、電力ので新エネがどれくらい2020年に入る予定だと

いうことを与えていただきましたので、参考にして織り込む形にしています。それ以外に関し

ては、新しい技術がどれくらいのペースで進歩するのか、価格がどれくらいのペースで低下す

るのか、価格によってモデルの中での需要量が変わってきますので、そういった想定が難しい

ので、明示的には扱っていません。 

 ただし、低炭素化社会というものに関しては転換は進んでいます。今回のタスクフォースの
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中で、新市場創出みたいなものを考慮したほうがいいというのであれば、モデルの中で扱うこ

とは難しいので、2020年にはこれぐらいになるはずだということを与えていただければ、その

ようにになることを逆算するといった方法での入れ方はできますが、内生的に説くのは難しい

と思います。 

 次に炭素貯留・回収（ＣＣＳ）ですが、ＣＣＳに関しては、基本的にモデルの中に変数等は

含まれています。ただ、今回のシミュレーションでは使っていません。理由は、ほかの機関も

言っているように、2020年にどれくらいになるのかが不明確ですので、入れてしまえば、逆に

言えばいくらでも結果をいじることができてしまうということで、そういう不確かなものは外

してあります。 

 あと電気自動車等に関しては、実は利用している産業連関表の分類で、電気自動車だけを取

り出すことはできないといった問題があります。ただ、ここに関しても、ある意味、電気自動

車についての想定を与えてもらえれば、これも外置きになってしまいますけれども、電気自動

車が自動車の販売額の半分だみたいな形を無理やりもらえれば、それは入れられないことはあ

りません。ただし、それがいいのかという問題もあります。 

 次に、すべての主要排出国の話ですが、難しいのは、各国の排出目標を明示的に取り込むた

めにどうするかです。もしくは排出権取引を含む形の分析でも、一国モデルではなくて他国モ

デルですね。そういったものをつくるということは可能です。ただ問題は、それにどれくらい

時間がかかるか、今の段階では予想できません。ほかの国であれば、ＯＥＣＤ、米国、ＥＵな

ど蓄積も豊富ですし、それ以前にいろいろなところに、役所も含めましてＰｈｄをお持ちの方

がたくさんいたり、データソースがきちんとアクセスできるようになっています。日本の場合

にはそうではありませんので、やれと言われると、本当に少人数で一生懸命データ加工からす

べてやらなければいけない。それで世界モデルをつくったとして、今度はいろいろな国ごとの

バランス調整という作業も入りますので、いつまでにできるかと言われましても、ゆっくりや

らせてくださいという話になると思います。 

 次に、温暖化対策に対する政策パッケージによる効果についてです。先ほどＲＩＴＥ等から

もありましたけれども、ＣＧＥモデルの構造というのは、基本的には一般均衡で、家計や企業

はＢＡＵで最適に行動している。ミクロ経済学の前提を満たしているという状態になっていま

す。ですので、そこに追加的な政策を組み込むと、経済は改善せずに逆に非効率になります。

要は民間企業はやれることがあればやっているはずだと、それを政府が歪めるのであれば状況

は悪くなるというイメージになります。基本的にはよくなることはないというのが前提です。
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また、ＢＡＵの、先ほど言ったＧＤＰの1.3％は、潜在成長率という話でして、要はみんなが

きちんとやることによって潜在的なバランスのとれた経済成長率が1.3％になっている。それ

をＢＡＵと置いているので、それをもっと上げようとすれば、無理をさせなければいけなくな

りますという話になります。 

 もう一つ、政策的な話ですが、これは日経ＣＧＥの中では、排出権取引の結果発生した収入、

これは実際には税などいろいろありますが、そういったものは家計にランプサムで戻していま

す。結局、ランプサムで戻すというのが、これは公共経済学等の基本ですが、基本的に市場を

歪めない。とったものを別のところで再分配してしまいますと市場が歪みますので、とってか

らランプサムで戻す形で、市場を歪めない、市場に対して悪影響が出ない形で戻しています。

これはワーキングチームの中で、政策的にお金を使うという話、国債の償還に充てるとか、環

境に充てるとか、それは政策の話になってしまい、ワーキングチームというよりも政府の判断

ですので、そこはやめて、まず一番基本的な状態でどうなるかを分析するということでしたの

で、ランプサムで返しています。これを国債償還に充てるとか、他のものへ充てるということ

ですと政策判断になりますので、そこはシナリオをいただくという話になります。 

 ただし、これは３ページ目のほうですけれども、グリーンニューディールなどの考え方を否

定しているわけではありません。なぜかといいますと、ＣＧＥというのは均衡していて効率的

に経済が動いている状況です。今の日本経済が効率的に動いていて、潜在ＧＤＰを満たしてい

るかと言えば、満たしていない。そういう状況であれば、グリーンニューディール等によって

環境関連投資を増やすなどで経済を上向きに誘導することはできる可能性があります。ただ、

それはＣＧＥとは別の世界の話ですので、そこをごっちゃにされてしまうとちょっと困ります。 

 ただ、グリーンニューディールなどに関して、経済的な立場から言いますと、プラスの効果

としましては、グリーンニューディール等によって環境配慮的なものが優先されれば、それで

環境技術の進歩が促進されるというプラスの面はあるだろうと。ただし、ここが余り変化しな

いのであれば、ただの投資の前倒しですので、2020年の状態はあまり変わらなくなる。 

 これもまた難しいんですが、環境配慮的な生産技術の採用を前倒しするということは、要は

コストの高い技術を採用するわけです。つまり、時間がたてば安くなるものを先に採用する。

それに加え、先に採用するということは、まだ技術がこなれていないものを採用するという問

題が出てきてしまいます。そのような点をモデルに組み込むとなると、政策措置がどの程度技

術進歩を促進するか、価格低下を早めるかも入れなければいけない。今のモデルでも、エネル

ギー効率が上向くかを入れるような形にはしていますけれども、内生的には説くのが難しいの
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で、外生的なシナリオになるかなと思います。 

 もう一つ怖いのが、今の段階で無理やり投資をして環境配慮的な資本ストックを入れると、

2020年に廃棄しなくてはいけない可能性が出てくることです。今の段階で効率が悪くても無理

やり導入する、2020年になったらもっといいものができている、ということは置き換えなけれ

ばいけなくなります。そうすると10年間で交換という話が出ますので、それ自体がＣＯ２を増

やしてしまう可能性も出てくるということです。政策のために現時点での国債発行の問題とか

もあるでしょうし、あとは、逆に言えば、景気を上げることでＣＯ２削減に逆行する可能性も

ありますので、プラス・マイナス両面が存在しますので、そこは政策論争では考慮していただ

きたい。ＣＧＥに入れるのであれば、こういうシナリオです、ということを提示していただけ

れば、できるかできないかは別ですけれども、対応できるようにしたいとは思っております。 

 真水の部分に関しては、可能です。 

 次は、十分な温暖化対策の話ですけれども、温暖化問題のコストに関しては、基本的に日本

の排出量は世界の４％しかありませんので、他の機関も言っていますが、日本がやったかやら

ないかが世界を動かすかといったら、日本は小国の仮定といいますか、影響が少ないため、ほ

かの国も含めて動かしたらどうなるという話だとは思います。 

 ただ、このコストを経済的に評価するのが難しい。今日ですか、イギリスで、温暖化の世界

への影響が公表され、日本の米の産出がいくら減りますという話が出たらしいですけれども、

そういったものが数字として、2020年の段階でつくれるのかというのがあります。これは経済

モデルで分析をする必要があまりないのではと思います。 

 次は（８）ですが、国民にわかりやすいようにするにはどうするかという話ですが、確かに

わかりやすい説明としては金額だと思います。ただし、ＢＡＵの成長率は外生的に置いている

前提条件ですので、変な話ですが、成長率を高くすると負担額が増えるんですね。要は求めて

いるのが比率ですから、成長率が低いと負担が減るという話になりまして、これを額で見せる

のは、国民をミスリードする可能性が出てくるというのがあります。 

 また、先ほどありましたけれども、ＣＧＥモデルに関しては、基準的なＢＡＵからの乖離率

で表現するのが一般的で、それが一番誤解が少ないというのもありますので、わかりやすく見

せるのは大切ですけれども、誤解を生まないようにするにはどうすればいいかの配慮も必要か

なと考えております。 

 （９）ですが、諸外国の分析との対比、モデルから導かれる一般的な傾向として、こっちが

上がる、こっちが下がるみたいなことは、比較可能です。実際に日経のＣＧＥに関しては、世
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界でＩＰＣＣや、ほかで使われているモデルと比べて、同じような動きをしていますので、そ

れほどおかしいことはしていないと思っております。 

 ただ、数値レベルで幾ら、小数点で幾らみたいな話になりますと、なかなか比較が難しい。

ワーキングチームで比較する、この内輪の中だけですら議論がなかなか収束しなかった状態で

すので、世界のモデルを持ってきて何で違うんだと言われても、実はそこを内部まで調べて比

較するのは難しいです。それ以前に、データの問題もあります。ほかの国で利用できるデータ

と日本で利用できるデータ、産業連関表のデータ自体も、実は日本の精度がどれくらいなのか

という根本的な問題等もあります。そうなってくると、比較をやることは一般的には可能です

けれども、これに余り特化して、時間をかけても生産性はそれほど高くないと思います。ほか

の例を持ってきて、ほかはこうなっていますよと参照した上で、日本の分析を提示する程度か

なと考えております。 

 ここまででおしまいになります。 

○植田座長 どうもありがとうございました。 

 なお、本日は慶應義塾大学の野村先生がご欠席でございまして、書面で先生の見解が出てお

ります。資料４－５です。これは参照せよということでいいんですか。どなたか若干紹介され

ますか。 

○小宮内閣参事官 説明は避けますけれども、それぞれの各事項ごとに野村先生の見解が書か

れておりますので、ご参照いただければと思います。 

 以上です。 

○植田座長 そういうことでございます。 

 では、今、モデルの検討事項にかかわるご説明をいただきました。今後のモデル分析のあり

方という問題もありますし、各モデルの分析に対してのご意見とか評価とかございますと思い

ますから、この点に関しまして、出席されておられます有識者の皆さんからご意見をいただき

たいと思いますが、その前にご質問みたいなことはございますか。今、ずっとご説明をいただ

いたことにかかわって。ありますか。どうぞ。 

○山口委員 そこにいろいろ質問事項を文書で出してありますが、それはどこでお答えいただ

けますか。 

○植田座長 この中でやっていこうということですが、その中で出しておられるわけですね。

ではそれで入ればいいですか。ご質問とご意見、一緒にいただくというようなことで順番にい

きましょうか。 
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 それでは、有村さんのほうからございましたら、順番にということなんですが、いかがでし

ょうか。いろいろな角度、どこからでも結構でございます。 

○有村委員 上智大学の有村と言います。このような機会をいただきましてありがとうござい

ます。 

 最初に、各研究機関のモデラーの方に、これまでのご苦労に対して敬意を表します。 

 ただ、そのすばらしい研究成果に関して、情報の伝わり方というのが必ずしも正しく伝わっ

ていないところがあるんじゃないかというのがありまして、特に昨今、36万円という数字が飛

び交っているんですけれども、36万円というのはちょっとおかしいんじゃないかというところ

を日経センターの落合さんに確認したいんですけれども、それがまず質問としてあります。 

○日本経済研究センター（落合） まず、一番最初に大きな言いわけをさせていただきますけ

れども、この数字自体は日経センターが計算した数字ではありません。日経センターは可処分

所得の伸び率と光熱費の比率を出しており、それは提出しています。それをもとに内閣官房が

金額換算をして、内閣官房が足し算したのが36万円です。日経センターとしては、それを足し

ていいとかそういう話は一切していません。日経センターは、単純に可処分所得の数字は幾ら、

何％変化しますか、率だけを出しました。日経センターは基本的に額は一切出していません。

それを基に、家計の調査を基に400何万円になり、1.何％増えるから幾らになり、それの７％

減だから幾らですという計算をされたものが、いつの間にか麻生総理から発表されました。日

経センターも後からその数字は何だと問い合わせたら、日経センターの数字をもとにつくりま

したと言われて、はあそうだったんですかというのが実感です。 

○有村委員 明らかに情報が間違っていたということですよね。最初の22万円というのは、率

のほうですけれども、例えば炭素価格の上昇による電気料金の上昇とか、そういったものを加

味した上での可処分所得の減少率というのは既に計算していると。つまり、そういったところ

の効果をさらに、22万円という数字そのものは正しいかどうかわかりませんけれども、計算し

てあるのに、さらにもう一回、光熱費の上昇分を足していると、そういう二重計算をしている

という理解で正しいですか。 

 そうしますと、モデラーの方のご苦労が正しく一般に伝わっていないということになってい

ますので、これは先ほど皆さん、各研究機関から、もう少しわかりやすく正しく情報を伝えた

ほうがいいんじゃないかというご指摘がありましたけれども、これが象徴的な例で、これは非

常に注意すべきではないかというのが１点あります。 

 それから、また質問というか、意見があるんですけれども、ＲＩＴＥのほうから、これはモ
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デル上の、ボトムアップタイプのモデルであれば、当然、最適化しているわけですね。それで

炭素税がすごく効率的な状態になっていて、ボトムアップのモデルでは、今がベストの状態を

あらわしているんだということであると思うんですけれども、これは日経センターのほうでも、

ＣＧＥは基本的には民間主体が最適な行動をとっていると、それを現時点のモデルとして再現

していると、それはまさにおっしゃるとおりであると思うんですけれども、現実の社会を考え

てみると、例えば税制というのが世の中にはありまして、経済は効率的だというときには、基

本的には税の歪みなどがないと。ちょっと経済学の用語になりますけれども、所得税とか法人

税というのは、ある意味、民間経済の活動を阻害していると、そういう側面があるわけです。 

 ですから、政策パッケージを考えたときに、例えば炭素税とか排出量取引で何らかの政府に

対する収入が入ってきたと。それをどういうふうに返すか、その返し方によって、既存にある

市場の歪みを少し直すことができて、かえって効率を改善する余地があるということはあると

思うんです。それはもちろんモデルで、例えばボトムアップのモデルでそれは議論すべきこと

では全然ありませんし、あくまでも附帯事項として解釈のところで、環境経済学ですと二重の

配当という議論がありまして、炭素価格で得た収入に対して、それを法人税の減税あるいは所

得税の減税に使うことによって経済が活性化するというような議論があるわけです。 

 これはもちろん、マクロモデルでも扱いませんし、ボトムアップのモデルでも全然扱えない

ことで、扱うべきではないことですけれども、ＣＧＥモデルであれば、時間をかければそれを

分析することは可能であると。それによるＧＤＰの上昇というのが、我々のところで試算した

ものでも0.3％とか0.4％くらい出てくるものがありますので、これは質問事項の中で、民主党

の政策パッケージを反映させることによって影響が変わってくるんじゃないかというところと

関連してくると思うんですけれども、国内排出量取引制度にしても、炭素税、地球温暖化対策

税にしても、その制度の設計の仕方によって多少なりともＧＤＰへの影響を緩和する可能性が

あると。これは今すぐモデルで回答すべき事項ではなくて、附帯事項としてそういう可能性が

あるんだという理解を私はしておりますが、そういう理解でよろしいでしょうか。 

○日本経済研究センター（落合） 確かにそのとおりだと思います。ただ、今の日経ＣＧＥで

は、税制の問題等が入れられるシステムになっていません。ＣＧＥにおいてＢＡＵと比較する

のも、基本的にはそれが前提だと思うんです。つまり、今の制度をどう評価するかという問題

を含めて考慮すると難しくなりますので、ＢＡＵでまずある状態に持っていって、そこから今

の制度を前提として動いているイメージですね。その結果、排出削減の制約によって経済が下

がってくる。 
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 ただし、既存の精度を基に、その制度改善が行われるという効果を入れれば、そこの部分で

また上に戻るところは確かにあり得ると思います。それをどうシステムに入れていくかは、ま

たこれから考察することだと思います。 

○有村委員 それと、細かい点なんですけれども、ＣＧＥに関して言うと、先ほどおっしゃら

れたように、すごく効率的な消費者とかを仮定しているモデルなので、よく言われる省エネ機

器などは、実は消費者に情報がうまく伝わっていなくて、余り導入が進んでいないということ

を言われています。つまり、そういう意味では、ＣＧＥで計算されているよりも、もしかする

と情報提供することによって、省エネ機器の普及はもうちょっと進む余地があるかもしれない。 

 一方で、ＣＧＥは産業間の構造転換みたいなものに対する、労働者のある産業から別な産業

への転換ということに対して、捨象することが多い。そっちのマイナス面というのがあると思

うんですけれども、そういったことが補足事項としてあって、今すぐにというわけではないで

すけれども、今後そういったことも視野に入れて研究されていくといいのかなと思いました。 

 それからあと、新しい雇用の創出というグリーンニューディールに関するものに関しては、

恐らくそれは、いろいろな研究機関からお話がありましたように、それぞれの研究機関のモデ

ルというのは、もちろんエネルギーモデルであれば、エネルギーのことを分析するためにつく

られたモデルで、マクロモデルはマクロのことを扱うためにつくられたモデルで、しかもＣＧ

Ｅモデルのように、資源が効率的に使われているというようなことが想定されているモデルと、

失業者がいて、それをどう扱うかというマクロモデルと、それぞれ目的が違っているわけです

ね。 

 そういった意味で、グリーンニューディールみたいなものによって新しい産業が生まれる可

能性があると。2020年は難しいかもしれませんけれども、2030年とか温暖化対策の2050年を考

えたときには、そういった方向性もあるかもしれないといったときに、そういうことがある可

能性が非常にあると思うんですけれども、それを今のそれぞれの各チームのモデルの中に入れ

るというのは、余り多くのことを要求し過ぎていて、あくまでも附帯事項として、こういった

可能性もあり得るということで書くのが現実的なのかなというのが私の大きな主義主張です。

とりあえずこれで失礼させていただきます。 

○植田座長 貴重なご指摘、最後のあたり、ありますか。先ほどのでお答えいただいているよ

うにも思いますが。 

○日本経済研究センター（落合） 労働に関しては、日経のＣＧＥモデルというのは、生産関

数の中に生産資源が２つ組み込まれる形になっています。古い資本と新しい資本というのを分
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けていまして、古い資本は減耗して、そこに新しい資本が追加されて、両方合体したものがま

た古い資本になって、新しい資本が追加される。 

 何でこういう設定したかの一つの理由としては、労働者が余りにも自由に動き過ぎていまう

んですね、普通の設定ですと。ですので、古い資本に対しては古い技術を持った労働者は動け

ない。古い資本が減っている部分に関しては労働者は減っていきますが、古い資本と労働者は

くっついています。新しい投資がされたときに、そこについては、また労働者が再配分される

ということで、ある程度、産業構造の変化に合わせて労働者の配分みたいなものの構造が変わ

っていくようなシステムになっています。これを全く外してしまいまして、労働者と資本の間

の代替関係のみにしてしまいますと、労働者がどっと動いて効率的に生産が行われ、経済への

影響がもっと小さくなるという状況になります。、そこは現実に近い形で対応させていただい

ています。 

○植田座長 その変化は何によって起こるようになっているんですか。資本と労働の比率の変

化みたいなものは。 

○日本経済研究センター（落合） 基本的には資本の価格と労働の価格、賃金で決まってくる

ようになっています。 

○植田座長 わかりました。ありがとうございました。 

 さっきの36万円の数字というのは、モデルの方から出た数字ではないというのが私は大変気

になったんですけれども、ここはどなたかご説明いただけますか。 

○小宮内閣参事官 先ほど説明した資料３－２の２ページ目の注８及び注９に、先ほどちょっ

と触れさせていただきました世帯当たりの可処分所得と家庭の光熱費支出の計算の前提を書い

てございます。ここにもありますように、変化率だけではイメージができないということで、

仮にということで、2007年時点での家計調査の平均可処分所得、それから世帯当たりの光熱費、

それぞれ各モデルから算出された率を掛け算して、それでその額を示したというのが前提にな

っておりまして、これは先ほど申し上げたように、こちらの紙は研究者が入った中期目標検討

委員会の中で、こういう決め事でその額を出しましょうということで、皆さん合意の上、表に

出したというのが経緯でございます。 

 以上です。 

○植田座長 足すというのはどこで起こったことなんですか。先ほどから二重計算だという批

判が少しあるように思いましたが。 

○小宮内閣参事官 これは、一般国民に対する説明資料を見ていただきますとわかりますよう
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に、７ページに世帯当たりの可処分所得の減少分と光熱費負担、これは分けて記述をしている

わけでございまして、これを最終的に政治の世界で発表されるときに足し算が行われたという

ことでございます。 

○植田座長 後でまたまとめをしないといけませんが、この点も後で確認をしたいと思います。 

 それでは、次に飯田委員でございますか。お願いできますでしょうか。 

○飯田委員 環境エネルギー政策研究所の飯田と申します。 

 私のほうは、資料５－１のほうにメモを出させていただきまして、後半の議論にかかわるよ

うなことも含めて、せっかくですので一通り手短に説明させていただきたいと思います。 

 まず初めに、このタスクフォースに参画させていただきまして非常に光栄であるとともに、

非常に重大な責任を感じております。 

 まず、今回のタスクフォースのお話をいただいて、この依頼事項のメモをいただいて、メモ

に入る前に、政権交代ということをここにいる全員が認識すべきだろうと思うんです。そうい

う意味では旧政権の、言い方は悪いですけれども、おりのようなものはちゃんと洗い出して、

鳩山首相が国連で演説された25％というものがありきなんだということを共通認識で、要は違

ったゲームが始まったんだという共通認識に立つべきだろうと。その意味で、前回は中期目標

検討だったわけですが、今回は、中期目標は25％がありきだということですから、これをどう

達成するかという、達成という文字が楔になっていると思いますので、このことを我々も、あ

るいは各研究委員の方も、あるいは事務方も共通認識にまず立つべきだろうと。そういう意味

では、どういう形でその達成の道のりを示すか、そして先ほど大臣がおっしゃったような成長

戦略の観点も織り込みながら示せれば、非常にすばらしいなと。その前作業として、国民にか

なり誤解を与えていた旧政権の再評価と概括、いわゆるおり出しというか、これをちゃんとや

っておく必要があると。 

 そういう意味で、２．のいわゆる36万円問題ですね。今、話に出た国環研の方も日本経済研

の方も、自分たちのあずかり知らない数字が出ていたというのは、私は重大なことではないか

と思いますので、これは次回、その経緯については内閣官房のほうからきちんとメモでいただ

きたいと思います。 

 その上で、大きく３つに問題の構造は分かれているのかなと。（１）は計算結果の解釈、伝

え方、そしてきょうはっきりしたのは、途中で数字がつくられていたというか、変わっていた

という部分も含めて、この問題があったと。これをきちんと整理しておく必要がある。中身に

ついては余り触れません。 
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 ２つ目は、計算そのもの、これも今、各研究機関のほうから仔細にいただきましたので、特

に国環研のところでは、マークを変えてこういうところに問題があったのではないかと、そう

いったところについても今回洗い出しをする必要があるだろうと思います。 

 その中で、１つは、先ほどマクロフレームのような話があって、国環研の藤野さんのほうか

らは変えられなかったという問題があり、ＲＩＴＥのほうでは適切だという話があったわけで

すけれども、今回、後半で検討する上においては、前提条件として何を与えて、何を与えない

べきかというか、そこはきちんと仕分けしないといけないだろうと思うんです。 

 それは、例えば民主党はデモクラシーで政権をとったわけで、そのマニフェストはある意味、

デモクラシーで予見で与えられると。ただ、例えば鉄鋼が2020年で１億2,000万トンつくって

いるというのは、これはデモクラシーで決まるものではなくて、でもモデラーの人が置くとい

うのは、これは私は「モデルクラシー」と呼んでいるんですが、あるいは全量義務づけで太陽

光が入るというような、およそ政策として現実的ではないものがモデルの選定条件にぽこっと

置かれたりしている。ここのデモクラシーとモデルクラシーをちゃんと分けるということが非

常に重要で、そういう意味でのマクロフレームの不適切性というのは洗い出す必要があるかな

と。 

 その一例として、裏に、極めて小さいんですが、これもまだ完全に解明できているわけでは

ないんですが、日本は限界費用が高いという話で、最初に国環研が出されていたものでいうと、

結構プラスコストというか、もうかる省エネがかなり出ていたのが、時がたつにつれて、だん

だんもうかる省エネがなくなってきていると。このあたりはどういう経緯だったのかというあ

たりもぜひ、おりとして出していければと思います。 

 もう一つは、私の専門とする再生可能エネルギーのところです。これも裏に、小さくて、１

枚におさめようと思って縮小しちゃったんですが、先ほど各研究機関の話を聞きながら、ここ

は非常に過小評価されているなと。今、世界全体、年率60％で再生可能エネルギーが成長して

いて、特にドイツは、昨年の売り上げが280億ドル、ですから約４兆円近いターンオーバーが

あって、それは企業の設備投資が入っていないですから、ＧＤＰに置き直すと、単純にそれを

割り算すると１％ですが、設備投資を入れるともっとなって、2020年にはＧＤＰの10％を超え

るのではないかというような話もある。雇用が既に27万8,000人生まれていて、石炭と原子力

発電、合わせて７万人の４倍以上の雇用も生んでいると。しかも時価総額で１兆円を超える企

業が続々誕生しているというような状況が、単純に先ほど、これはＲＩＴＥの説明でしたか、

電気の雇用は変わらないというような、電気だけを見るのではなくて、抜本的に社会のインフ
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ラが変わろうとしているという状況がきちんと入っていない。 

 それから、再生可能エネルギーのコスト、太陽光も先ほど2020年で40％減という話があった

んですが、太陽光に関しても風力に関しても、学習曲線というのが統計としてもう既にあって、

累積生産量が２倍になると23％ぐらいコストが下がるということですね。これは幾つかのデー

タがＩＡＥＡも含めて出ていますし、そういったことも少し、これは次の計算になると思いま

すが、反映して、これはまさに成長戦略の中でグリーンニューディールとして評価すべきだろ

うと。 

 もとに戻りまして、３つ目のモデル以外の要素を無視した問題という、これは先ほどの藤野

さんの説明から、あるいは日経センターからの説明もありましたが、１つは、ＣＧＥとか積み

上げモデルで言えていることと言えていないことがきちんと出ていなくて、世間では、メディ

アでは、私も何度かテレビでインタビューを受けたりしていますけれども、36万円というのが

表に出て、これは日本の最高研究機関が出した数字だから、これはゆめゆめ疑うべきではない

という論調が実際に記事でも何でも出ているわけです。 

 いろいろ過去の文書を読むと、国環研のところには、ここの限界があるというのは正確に出

ているんですが、それは後ろのほうに小さく出されていて、あたかもこれが真実の数字である

かのような出し方をされていたというのは、私は非常に問題ではないかと思います。あくまで

モデルとして説明できていることと説明できていないことをきちんと出すべきだと。その中に

コスト・オブ・インアクションとか、負担を言う前に、日本は先進国としてやるべきことがあ

るということをまず大前提として出すとか、これはそこから後の政治的なメッセージの出し方

の問題でもあるわけですが、そういったことをきちんと出すと。それから、制約によってイノ

ベーションが生じる可能性があるし、これはドイツの再生可能エネルギー、あるいはかつて日

本の自動車工業もそうでしたが、そういったことをきちんと出しておかないと、数字がひとり

歩きする。日本の最高研究機関という、そこだけがあった、旧政権の間違ったメッセージだっ

たのではないか。 

 先ほど日経センターの方がおっしゃったように、それをやるに当たって各モデル分析機関が

すべての資料とデータをきちんと表に出すということは必要だと思いますし、それは、内閣官

房がどういう経緯で36万円が出たのかというのは、文書できちんと出していただきたいと思っ

ております。 

 ３点目、これは後半の議論になるんですが、来週いっぱいで出せという大臣の非常に無理難

題は、私としてはできれば、おりの問題は来週に何とか決着をつけて、かつ、ＣＯＰ15に向け
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て、先ほど藤野さんがおっしゃったように、幾つかのシナリオに分けて、25％はありき、そし

て民主党の政策パッケージはありきと。それでさまざまな達成シナリオが出てくるわけですの

で、どういう政策パッケージでこれから各研究機関にＣＯＰ15までに計算していただくかとい

う、いわば急がれているのは国会の説明だという事情も伺っておりますので、国会でそういう

説明がとりあえずはできればいいのではないかと私としては考えております。 

 そういう意味で、与党の温暖化対策基本法とマニフェストの政策導入、これは大前提で、再

生可能エネルギーの全量全種類フィードインタリフと、加えて民主党の数字としては、一次エ

ネルギーで水力を入れて13％、電力では水力を入れて24％という数字が出ておりますので、こ

れを予見とすると。そして、地球温暖化対策税と排出量取引、いわゆるキャップ＆トレード、

これはどういった炭素共同で入れていくかというところはあると思いますが、排出量取引に関

しては、当然、カバーを受けるところは前提として、2020年25％減ということがまずはデフォ

ルトだろうというふうに思っております。 

 それを前提として幾つかの政策パッケージのシナリオを想定し、先ほどお話のあったような

税の戻し方とか、そこは幾つかあると思いますので、それを何とか来週セットできればという

ふうに考えております。 

 それから、上で出てきたような問題は洗い出して、おりは洗い出しておいて、旧政権の轍は

踏まないと。 

 あとは、ＣＯＰ15の後でもいいとは思うんですが、１つは不確実性に備えたプランＢ、いわ

ゆるコンチンジェンシー・プランですね。１つは、国際交渉での不確実性に備えた徳俵みたい

なものがある。25％はもちろんありきなんですが、場合によっては30％真水というのがどこま

で厳しいのかというのも出しておく必要は、政治家の手持ちとしてはあってもいいのかなと思

っております。 

 それから、あと長期的には、逆リーマンショックであるとか、原子力発電所は明らかに稼働

率が低迷している。そういったことも考慮して、2020年、どういった達成シナリオがあるかと

いうのは、ＣＯＰ15の後にじっくりとやっていければと。 

 そしてもう一つは、達成効率を考慮したゆとりというか、リダンダンシーというかダブりと

いうか。１つは、今回イメージとして国内対策を真水と呼んで、足りなければ海外から買って

くるという、何となくきれいに切り分けているわけですが、これは京都議定書目達計画の致命

的な間違いで、国は1.6％、あとは達成できると言いながら、結局達成できていないので、プ

ラス9.2％になっている。しかも今回、鳩山イニシアチブというのは非常に重要な交渉ディー
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ルで、これはこれで、海外に対してどういう支援をするのかというのは極めて重要な要素です

から、国内はこれで決めて海外はこっちとか、海外はこれで決めて国内は残りと、自動的に決

まらない要素があるのかなと思っていまして、これもＣＯＰ15の後でもいいと思うんですが、

国内対策で積み上げる部分と、途上国貢献、いわゆる鳩山イニシアチブ、これが全部クレジッ

トになるわけではないわけですが、その戦略的な余剰性というのは考えていったほうがいい。 

 もう一つは、政策間とセクター間は多少オーバーラッピングして、それぞれゆとりを持って

達成するようにしないと、１個足りなければ全部足りないというようなことにならないように

しないといけない。 

 それから、政策の導入時期とか効果は、明らかに政治的要素で遅れてきますので、キャップ

＆トレードは一体いつ入るんだと、環境税はいつ入るんだという話がありますので、そういっ

たことも加味した超過達成シナリオは多少考えておく必要がある。 

 あとは、国民に対するわかりやすさ、これは旧政権の真逆をやっていく話ですので、これは

全く前の繰り返しですが、ただ、産業・業務・家庭とか、地方自治体の役割をきちんと位置づ

けるとか、上流と下流それぞれがどれだけ負担を負うんだと、そして役割ができるんだという

ことを見える化することを考えていく。これもＣＯＰ15の後でいいと思いますが、考えていた

だきたいということで、来週できるのは、旧政権のおりを出す、及びこれからどういう試算を

してＣＯＰ15に臨むのかという、鳩山政権の、あるいは小沢事務局長の決意が説明できれば、

何とか国会を戦えないかなと。そして11月の中間報告には何とか、私が勝手につくっているん

ですが、実際にコペンハーゲンで戦う最低限の弾込めをすると。その後はじっくり、コペンハ

ーゲンがどんな出口になるかをにらみながらやっていくということを、これから一生懸命研究

機関とおつき合いしながら私もやっていきたいと思っております。 

 どうもありがとうございました。 

○植田座長 ありがとうございました。 

 今のについて何か、特にございませんか。よろしいですか。 

 では、また後で総合的な討論も、時間があればしたいと思いますけれども、急ぎまして、次

の栗山先生、お願いできますか。 

○栗山委員 京都大学の栗山と申します。どうぞよろしくお願いします。 

 まず最初に、私のほうからは、この委員での会合の意見交換の分について１つお願いといい

ますか、今回、中期目標というのは、国民の生活に非常に大きな影響をもたらすものでして、

ここで検討する内容というのは、私たちにとって国民に対する説明責任を強く伴うものだと私
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は考えております。そういったことも考えまして、今回、この会合が一般に公開されたという

ことは、私は非常に強く評価しておりまして、今後もこういう形でやっていただきたいと思う

んです。 

 ただ、先ほどからの議論を聞いておりますと、ＣＧＥを初めとして専門用語が非常に多発し

ておりまして、実は後ろに一般の方がたくさん来ているんですけれども、恐らくほとんどの方

が何を言っているかわからないと、そういった状態になっているのではないかと少し懸念して

おります。当然、タスクフォースですから専門的な議論をしなければいけませんけれども、で

きるだけ一般の人にわかりやすい言葉に置き換えつつ議論をしていただきたいと思っておりま

す。これが１つお願いであります。 

 続いて内容に関しまして、私のほうからは２点質問、それから１点コメントしたいと思って

おります。 

 まず１点目なんですけれども、25％削減の中身について、今回、皆さんモデルで計算された

ときには、森林吸収などは含まないというふうになっておりますけれども、これは前政権では

確かにそういった位置づけだと思うんですが、現政権において25％削減というものをどのよう

に位置づけているのか、まだよく見えないところがありまして、本当に森林吸収などを含めな

いでこのまま議論してしまっていいのかどうかということ、ここを少しお考えいただきたいと

思っております。 

 今後の方向性として、もしかしたら森林吸収とかＣＤＡを含めた計算というのが今後は必要

かもしれませんけれども、その際に気をつけていただきたいのは、特に森林吸収なんですけれ

ども、森林再生のためにさまざまなコストを行っているわけですが、これは実は温暖化対策だ

けではなくて、例えば生態系保全であったり、山村の地域振興であったり、さまざまな目的が

あるわけなんですけれども、そういったことを加味しつつコスト計算をしていかなきゃいけな

いものを、単に温暖化対策として計算してしまうと、場合によっては過大評価の危険性がある。

そこら辺をどんなふうにお考えなのかということを１点お聞きしたい。 

 ２点目につきましては、バイオマスに関してどのような位置づけになっているのかというこ

とです。今回、再生エネルギーに関していろいろな検討が行われていますけれども、見ている

と、太陽光発電であるとか風力発電に関しては非常に緻密な計算を行われているわけですけれ

ども、バイオマス発電、バイオ燃料等については、この中ではよくわからないところがありま

す。確かに現時点では非常にコスト的に難しいという面はあるかもしれませんけれども、特に

今後、日本の中では、例えば森林の間伐等によって非常にたくさんの使われていない資源とい
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うのが出てくるわけで、こういった未利用資源を有効に使っていくバイオ燃料等は、今後の長

期戦略としてはかなり重要ではないかというふうに私は思っております。そこら辺について、

今回、モデル計算においてどのように扱っているのかということをお聞きしたいと思っており

ます。 

 それから３点目、これはコメントなんですけれども、今回、タスクフォースへの依頼事項の

中に、１つには、７番目のところに十分な温暖化対策を行わなかった場合のコストも加味する

べきではないかということがあります。これはどういうことかというと、温暖化対策というの

は、これまでコストばかりかかるという感じで見られていたわけなんだけれども、実際には温

暖化を防ぐことによって被害を低減できる、そういった効果もあるということ。これをきちん

と考えるべきではないかというふうになっているわけです。やはり温暖化対策といえども、コ

ストと効果、両方を見比べて、果たしてコストに見合うだけの効果があるのか、こういったこ

とを検討すべきであるということではないかと思うんですけれども、今回、モデルを行ってい

る皆さんのほうからは、これについては非常に難しいという返答だけであって、具体的にどう

するということが見えてこないというのが、私としては少し疑問に思っております。 

 といいますのも、現時点においては、環境経済学の中で幾つかの評価手法が開発されていて、

具体的にはＣＶＭ、コンティジェント分析と呼ばれる手法なんですけれども、これらを使うと、

温暖化対策の効果というものを金銭単位で今は評価できる仕組みになっております。 

 実際、国内においても、温暖化対策を金銭単位で評価した事例というのが幾つかありまして、

１つには、経済産業省の産業総合研究所で開発されたＬＩＭＥという指標があります。ＬＩＭ

Ｅと書いてライムと呼ぶんですけれども、これは何をやっているかというと、温暖化対策をす

るときに、例えばＣＯ２が１トン削減される、そうすることによって農作物の生産量等が変化

するのをどのように緩和するかとか、洪水等をどのように緩和するかということを一つ一つ積

み上げていったり、あるいは温度が上がることによって病気が発生してしまったりとか、そう

いったことに対する健康影響、人命の損失をどれだけ緩和するかということを一個一個積み上

げていって、これらを最後に金銭単位で評価したものです。 

 これによると、金額で申し上げますと、ＣＯ２１トン削減当たり1,737円、そういった効果

が出てくるということが既に知られております。ただ、この金額は実は幾分過小評価の部分が

ありまして、といいますのも、ここで扱っているのは、今言ったような農業生産とか洪水など

の物理的にあらわれてくる影響と健康影響だけでありまして、生物多様性の影響とかそういっ

たものは含まれていないんですね。ですから、実際にこれだけで判断するのは危険かもしれま
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せんけれども、一つの目安として既にこういう手法が使われていて、実際に金額として、今、

手に入るものがあるわけですから、こういったものを有効に使っていく必要があるのではない

かと思っております。 

 国民に対してわかりやすく説明することが、今、私たちは求められていると思うんですけれ

ども、その際には、温暖化対策、25％削減するためには、皆さんにどれだけ負担をしてくださ

い、一方でそれで我々は温暖化の被害をこれだけ食いとめることができます、こういったこと

を両方示した上で、皆さんに政策の判断をしてもらうことが必要ではないかと私は思っており

ます。 

 以上です。 

○植田座長 ありがとうございました。 

 ご質問もあったので、これはどこからでも結構なんですけれども、森林吸収の位置づけ問題、

バイオマスの問題、これはどなたか。 

○日本エネルギー経済研究所（末広） バイオマスにつきましては、当然、バイオマスの発電

と熱利用、両方考えております。恐縮ですけれども、この冊子の中に、95ページになりますが、

新エネルギーの中で太陽光発電、風力発電と並んで、廃棄物バイオマス発電をこのように導入

しているという想定が書かれております。当然、2020年までの時間軸等を考えて、専門家のヒ

アリングなども受けまして、こういった想定を置いたということであります。これは多分、国

環研さんも同様かと思います。 

○国立環境研究所（藤野） 我々も、168ページにバイオマス発電の建設コストと発電コスト

とか、ポテンシャルをどこに書いたかすぐ思い出せないんですけれども、やっていますが、基

本的には既にレビューされている文献に基づいた数値を使っていまして、森林吸収等で積極的

に間伐材を切り出したとか、そこまでは反映していません。 

 それからあと、最後の、コストと効果を見比べることで、我々の分析ですと高断熱住宅とか

は限界削減費用が非常に高いんですね。しかし、うちの嫁も言いますけれども、高断熱住宅と

いうのは、寒くない、よりクオリティ・オブ・ライフの高いために投資するもので、エネルギ

ーの節減だけでやるならほかのことをやったほうがいいと思います。そういった意味での分析

というのは、おっしゃるように十分できていませんで、そこは非常に反省すべき点だと思って

います。 

○植田座長 よろしいですか。 

 そしたら、コメントですから、また総合討論のときに必要であればということで、次にいき
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ましょう、 

 屋井先生、お願いできますか。 

○屋井委員 東京工大の屋井でございますけれども、交通の分野が専門ということになります。 

 急な話でありまして、全体を細にわたり把握できているわけではございませんが、きょう皆

さんのお話をお伺いしていて、３点ほど、プラス１点余計なことまで申し上げたいと思います。 

 １点目は、タスクフォースの目的とかかわるわけですが、36万円の議論が盛んにされている

ことをお聞きして、特に需要予測の分野というのはそういった問題がよく起こります。要は、

我々技術者あるいは専門家が出せる数字は、幅のある入力値に対して幅のある出力値を出して

いることにすぎないわけでありまして、その予測値というものが不確実性を伴って幅があると

いうところまでが出せる数字なわけです。けれども、それに対して、計画値であったり目標値

であったり、政治で決める数字であったり、そういう値を選択するのはまさに政治の役割なわ

けですが、その両者の分離が十分できていなかったり、あるいはマスコミのほうでそこら辺が、

出し方にもよるんでしょうけれども、誤解されて、需要予測値ということで１点の値が説明さ

れると、こういういわば不幸なことが過去にも随分起こっております。 

 今回も、お見受けするところ、今の我々の、我々という意味は人類の持っている、あるいは

日本で持っている最大限の技術を使って、行われていることは間違いないと思います。けれど

も、そういう中で出ている数字なわけで、幅があるということを最後まで貫くことが、このタ

スクの大きな目的というか、押さえなければいけないところではないかと、私自身はそういう

つもりでおります。 

 それがひいては、この分野の予測等を含めた分野の科学であるとか、技術の信頼を維持する

ために大変重要な、我が国においては特に重要な論点になっているというふうに、私はよく交

通分野の需要予測等もかかわるものですから、いつも感じているところであります。そういう

ことがタスクフォースの一つの目的、狙いではないかということをまず１点は強調したいわけ

であります。 

 ２点目として、国民に対するわかりやすさの点がございました。これもまさに今の点とかか

わっているわけですが、結果は複雑だというお話もどこかに出てきましたが、私は結果は逆に

非常に単純だからこそ誤解を受けるのではないかと思っています。一方で、プロセスについて

は、非常に難しいモデルがいっぱい出てくる。その間のデータのやりとりも大変難しいという

ことでありまして、これは何度も日本経済研究センターの方が強調されておりますように、情

報をきっちりと公開するかことで尽きてしまうのではないかと思います。結果は複雑ではない
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とは思いますけれども、一方で、25％という数字が勝手にひとり歩きするわけですから、その

25％という数字を達成したときに何が起こるかということを、いかに国民の日常生活の観点に

照らしてリアリティがある形で示せるかというのが、大きな課題なわけでございまして、これ

を２週間の中でできるかというのは、全くもって難しいことかもしれません。 

 あるいは25％達成するための道筋というお話もありましたが、達成するためにはそれぞれど

こまで何をしなければいけないかが示せるのも、当然必要になることかもしれません。けれど

も、どこまでリアリティを示せるか、そのリアリティにかかっているのではないかと思うんで

す。25％という数字を出すこと自体というよりも、大きな幅の中で、影響についても幅の中で、

あるいはその数字を達成する原単位についても本来は幅があると思いますので、そのあたりを

どう出せるかということだと思います。 

 ３点目は、最後に申し上げたところにかかわるんですけれども、交通運輸分野で申し上げる

と、高速道路の1,000円あるいは無料化、こういう議論がございます。1,000円についても、あ

る研究機関で最近検討していますが、潜在需要の顕在化した割合が25％程度、あるいは転換交

通が10％程度、高速道路利用の長さもある一定割合で伸びているわけでございます。そういう

ことが、今後、無料化という中でどれほど長期にわたって伸びてくるか。場合によっては鉄道

の輸送に対する影響も大きい、地方間での輸送に対する影響も大きい、こういう事態も起こっ

てくるでしょう。しかし、それは自動車の次世代型の対応によって十分に吸収できるんだとい

う議論もあるかもしれませんが、やはり私は、高速道路上で伸びてくる排出量を、果たして今

の原単位でどれだけ吸収できるか、改善できるかということに対しては、改めてそれなりの検

討をしておく必要が出てきているのではないかと思います。 

 そういう意味で、個々に見ていけば切りがないわけですが、そういったことを、時間が非常

に限られているとすれば、どういうふうにアタッチメントにして付記していくかということが、

先ほど申し上げたリアリティをどう示すかという点においても大変重要になってくるのではな

いかと思います。 

 数え上げたら切りがなくて、それがアタッチメントが何百枚もあったら、これはまた何もわ

からないということに陥るわけでございますが、とにかく25％のひとり歩きというものに対し

て、どうわかりやすさを求めるかが、今も求められていることだと思いますので、その点につ

いてはぜひ検討が必要ではないかと思います。 

 それから、余計なことと申し上げるもう１点は、25％は25％として大変大きな目標でありま

すけれども、一方で、小さいながらもいろいろな分野でさまざまな努力をしているということ
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もあって、そういうものがすべて吹き飛んでしまうというのでは大変な問題もあります。先ほ

ど高速道路の無料化の話を言いましたけれども、直感的に、あるいはかなりの確度で、ＣＯ２

削減と矛盾しそうな政策が示されることで、国民としてはついていけないという、心理面、メ

ンタル面で削減の努力なり意識なりが変化してしまうという問題が出てくると、これも大変大

きな問題になります。 

 そういうこともあって、地域や都市や社会が、10年後、20年後、目標を共有しながら、環境

に配慮し、ＣＯ２削減に最大限努力するような絵姿、将来像をどう描けるか、これも大変重要

な視点で、そのための制度設計、その中には産業もありますけれども、交通やまちづくりのよ

うな生活の視点もあるでしょう。そういうものをどういうふうに将来を共有しながら努力して

いけるか、これは大変なことであります。ここで話すべきことではないんですが、そういうも

のに対する計画の制度設計かもわかりませんが、同時に考えていかないと、25％だけをひとり

歩きさせてしまうことは、これから夢を持ち国をつくっていく、地域をつくっていく中では、

大きな問題になりかねないと思いますので、最後の点はこの場での議論ではないんですけれど

も、１点だけ申し上げて終わりたいと思います。 

 どうもありがとうございました。 

○植田座長 ありがとうございました。 

 どうぞ。 

○国立環境研究所（藤野） 最後のコメントは非常に重く受けとめたいと思います。今回のモ

デル計算の反省としまして、交通需要量を2005年並みのものを与えたんですけれども、そのと

きに、例えばコンパクトシティに向かうことによって需要量が変化するとか、高速道路で増え

る、減るというのはありますけれども、そういった分析をこちらとしてはしないまま、与えら

れたマクロフレームの中でやってしまったということは、そこに住んでいる人のことを全く考

えずに、エネルギーとＣＯ２の世界の中だけで計算してしまったということは、非常に反省す

べき点で、ニシオカ委員も前の検討委員会では、長期のビジョンを掲げながら、それに向かっ

ていく中期目標なんだということは主張したんですけれども、去年10月、11月から３、４カ月

の突貫工事でやったというところもあって、こちらの準備が十分足りていなかったという点は

非常に反省すべき点だと思っています。 

○植田座長 ありがとうございました。 

 どうぞ。 

○日本経済研究センター（落合） 今の話を放置すると誤解される可能性があるので、言って
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おきますけれども、日経センターの場合、経済モデルにおいては、他のモデルではマクロフレ

ームとして外置きしたものも動いています。運輸部門を産業連関表のデータから分析できるよ

うに分離して、それに対して経済的影響はどうなって、自動車などに対する支出がどうなるの

か、利用数がどうなるみたいなものは、経済モデルの日経のＣＧＥでは考慮しています。今の

ですと考慮していないと思われると困りますので、そこだけ訂正をさせていただきます。 

○地球環境産業技術研究機構（秋元） ＲＩＴＥの秋元ですけれども、遅れてきて申しわけあ

りません。 

 藤野さんのコメントとか先ほどから聞いている点で、１点気になるのは、中期目標の検討委

員会では、我々は科学者ですから、別に政府の意向を受けて何か数値をつくったとか、そうい

うわけではなくて、我々検討チームの中で科学的に何が妥当なのか、一番妥当なところはどこ

なのかということを詰めた結果が出ているわけであって、以前の政府から圧力を受けたとか、

そういうふうに聞こえるような発言がありますけれども、そういうことは全くなかった。我々

は科学者ですから、政権がかわろうが何だろうが、科学的に正しいものをなるべく示すように

最大限の努力をするということで、コメントさせていただきたいと思います。 

○植田座長 ではよろしいですか。 

 では、山口委員のほうからお願いできますか。 

○山口委員 東京大学の山口です。 

 初めに、麻生政権のときにモデルで随分ご苦労された皆さんに本当にお礼を申し上げたいと

思います。これは日本の環境政策でこういう形でいろいろなモデルをつき合わせてやっていっ

たのは初めてなんです。ですから私は、非常に透明性を持った目標の決め方として、そういう

意味では非常に高く評価していまして、皆さんは恐らく大変苦労されたなと思います。 

 ただ、それだけに、さっき大臣が10月中に中間報告といわれました。これは国会論議の場で

現在タスクフォースで検討していますということしか言えないんでしょうけれども、非常に重

要な問題ですので、ここで拙速というのはいずれにしても避けないといけない。日本の将来に、

要するに来年だけの話ではありませんので、これはやるのであればきちっとやらなければいけ

ないだろうと、そういうふうにまず基本的に思います。 

 それで、私自身は、私の立場は何だろうと最初に思ったんですけれども、いただいた資料を

見ますと、モデル分析を評価する有識者に分類されている。自分では有識者などとは思わない

んですけれども、要するにモデラーの方とそれを評価するという、２種類のメンバーから成り

立っているらしいですね。ですから、我々の役割は、モデラーの方がやってこられたモデルを
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我々なりに評価させていただく、こういうことだと思うんです。そういう意味で、我々はわか

らないことをいろいろお聞きしますので、それはぜひ教えていただきたい。これがまず最初の

お願いです。 

 それから、さっきからいろいろな話、例えば政権交代とかありますけれども、日本にとって

一番大事なことは、日本だけではないんですが、まず日本に絞りますと、要するに持続可能な

成長だと思います。その観点がなくなってしまうとどこか非常に歪んでしまう。持続可能な成

長というのは、もちろん温暖化対策というのは非常に重要なんですけれども、それだけでない、

いろいろな問題があるわけです。それをぜひ政権にきちっと考えてもらいたい。そのためにモ

デルの方がいろいろやって、我々なりに何か意見を言わせていただくというふうに考えている

わけです。 

 そして、私自身、幾つか意見も出したんですが、最初に資料５－３と書いてあるところの一

番最後のページをごらんいただきたいんです。実は先ほど環境大臣のお話を聞いて、私は非常

に勇気づけられました。これは、要するにここでは政権が右を向いているとか左を向いている

とか一切関係ないんだと、サイエンスに基づいて大いに議論してくださいと、まさに私はそれ

がなければやってられないので、これは非常にいいなと思ったんですね。 

 と同時に、私は大臣のご説明に矛盾があるのではないかというふうに思いました。それは、

25％というのは決めたので絶対に動かしませんと言われました。ところが、大臣がご挨拶の冒

頭で言われたのは、公平で実効ある枠組み、それから主要国参加の意欲的目標、これを前提と

して25％というふうに大臣ははっきり言われた。鳩山首相も言われましたけれども、そうする

と、その前提がない、もし崩れた場合に、これをどうするのかということをここで全く何もや

らない。そのときは前提が崩れたら何もわからない。これはあり得ないだろうと。 

 したがって、前提がきちっといったときに、例えば25％、これは首相が国連の場で言ったこ

とですから非常に重いわけですね。ただ、それがそうではなかったときは、これは我々がこう

しなさいということはもちろんできません。ただ、そのときに幾つか、例えばこういうことだ

と経済がこうなりますとか、技術はこうなりますとか、そういうことを政権にあらかじめ出し

ておくと、これが我々にとって非常に大事なことではないかというふうに、これははっきりと

私は信じて疑わないわけです。 

 その意味で、私はここで最低限、仮にこのモデルでやるとすれば、25％真水削減と、これは

できているわけですけれども、これを最小費用で達成するという場合にどうなんだ。それから

２番目は、麻生前首相の2005年比15％削減、これは実は前首相が宣言して、日本の各大使館が
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全部海外諸国に説明したわけです。したがって、私もヨーロッパやアメリカを回ったときはみ

んなそれが頭に入っているわけです。ただ、我々は実は14％と、選択肢③の14%削減に関する

関連数値は全部出ているんですけれども、前首相の15%削減は選択肢③ではないわけですね。

その場合に経済への影響等はどうなるのか、これがないので、これは判断の一つの根拠として

は必要だろう。要するにそれをとるべきだとかというのではなくて、まず判断材料ですね。そ

れともう一つ、それを最小費用でやったときにどういうふうになるんだと、この４つはマスト

だと私は思っています。もちろんそれ以外に、皆さんが大変お忙しいということなので、余り

あれもこれもというのはとてもできないことはよくわかっているんですけれども、そこはマス

トだなというふうに思います。 

 その上で、先ほどモデルの方々のお話をずっとお伺いしていまして、私としては経済モデル

に関して非常にぴったりきているのが日経センターさんのご説明。それから、たまたまきょう

はおられないので、私は今読んでみたんですけれども、慶應義塾大学の野村先生のご説明なん

ですね。これは非常に腑に落ちるというか、すっと入ってきました。 

 そして、例えばの話ですけれども、どういう点かというと、マクロフレームというんですか、

初めてここで聞いたんですけれども、これは、見直すということに意味があるのかという問題

提起については、日経センターさんは慎重に考えるべきだと答えておられる。野村先生のもの

もこれは優先順位が低いと書いてあるんです。 

 そして、なぜ私がそれに同意するかというと、今、藤野さんがおられないので残念なんです

けれども、国環研さんのもの、さっきご説明をお聞きしましたけれども、余り言葉がよくない

ので大変申しわけですけれども、ちょっとだだっ子みたいなところがあって、簡単に言うと、

私のところはこういうふうにやりたかったのだが、他の方々の反対でつぶれたというご説明だ

ったんですね。しかし、それについてはほかのモデルの方々もいて、そこで十分な議論があっ

てそういうふうになったと私は思っています。 

 そして、産業界のヒアリングについても、先ほどの藤野さんのご説明で、これは全然表に出

ていないと言われましたけれども、私はもちろんこういう場に全然出ていませんでしたが、公

開されている資料の中に相当程度出ているわけです。私はそれを読んでマクロフレームをこの

ようにおいた理由がわかったわけです、そういうふうに置く理由が。 

 ですから、マクロフレーム自体が非常におかしければ、そこでおかしいということに当然な

ったはずなんですけれども、そういうふうになっていないという、やっぱりここのところは、

皆さんが、野村先生もおられたんでしょうけれども、最終的には合意に達したということは非
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常に重いんだろうと思います。 

 それから、ほかにまだ幾つかあるんですけれども、例えば日経センターさんの２ページの

「温暖化対策基本法案に示された政策等のパッケージによる効果等を加味」云々とありますね。

これは先ほどのご説明で、ランプサムで税を返すということでした。これが歪みがないと、そ

うだと思うんです。 

 ただ、それ自身、私は文句を言っているわけではないんですけれども、私が一番気になった

のは、資料があっちこっちいって恐縮なんですが、資料３の添付３、下に６ページと書いてあ

る、これで見ますと、例えば、実質ＧＤＰの減が一番少ないのが日経センターさんのＣＧＥで

3.2%、それから一番多いのが、これは日経センターさんのマクロで6.5%、あるいはＣＧＥで比

べるとＡＩＭが6.0%というふうになっています。これは一番下の選択肢⑥のことです。 

 そして、次の可処分所得のところを見ますと、一番低いのが日経センターさんのＣＧＥで

4.5%マイナス、一番高いのはＫＥＯモデルで15.9%。先ほど来、足したとか足さないとかとい

う話があったんですけれども、もちろんこれはミスだと思うんですが、むしろ私は出し方とし

ては、これだけのばらつきがあるものを一つの数字で出すということがおかしいわけです。 

 ですから、日経センターさんのはこれこれこういう前提でやるとこういうふうになる。例え

ば税収をランプサムを全部返すとこういうふうになる。そして、ＫＥＯモデルはわからないん

ですけれども、別のところで私は仄聞したんですが、それはどうも国債の償却に充てているら

しいんです。ということは、この二つのモデルの前提は全く違うので、可処分所得などは当然

違ってくるわけですね。それを一本に、極端に言うと足して２で割って出す、これこそが問題

であって、モデルによって前提が違うのをきちっと説明して、幅を持って出すと、こういうふ

うにしないと、これこそミスリーディングだなと。これが私が最も言いたいところなんです。 

 それから今度は、私は２枚出してありまして、資料５－３の２枚目になるんですが、これを

ごらんいただきたい。ここにあるのは私の質問です。したがって、後ほど文書で教えていただ

いても結構ですし、今わかることは教えていただいて、もちろんそれで結構です。 

 私自身がＣＧＥのモデルを見ていて、エネルギー安全保障・安定供給というのを具体的に、

考えていると書いてあるんですけれども、どういうふうに考えているのか。これは非常に重要

なことで、温暖化だけやればいいという世界ではないわけですから、この辺に対してどう考え

ているのか、これが非常に大事だと思います。 

 それから、２番目が政府の経済政策との整合性、例えばグリーンニューディール、これは財

政支出を変化させるわけですね。要するに環境にいいほうに持っていくと。当然財源は決まっ



－49－ 

ていますから、これはたまたま例ですけれども、高齢化への支出が減るとか、そういう問題は

どういうふうになっているんでしょうか。グリーンニューディール、要するにお金は無限にあ

るわけではないので、そっちへ出すとこっちが減るという、そこがきちっと説明があればみん

なも理解出来る。新聞を見てすぐわかるというのは恐らく無理だと思うんです。なるべくわか

るようにしなきゃいかんですけれども。 

 そして３番目なんですけれども、これが私が一番気になっているところでして、税収の扱い

と財政政策との整合性です。さっき有村さんからダブルディビデントの話がありましたけれど

も、私はちょっと観点を変えて、まさに今、財政の危機だと思います。今度、政府支出が92兆

円と仮にしましても、財源、税収が40兆円、そうするとこの差額は全部赤字国債になる。要す

るに税収を超える国債を出したことがない。63年間で初めて出すという状況に財政がなってい

くわけです。 

 そうすると、このまましていくと、これは温暖化対策に非常に関係してくるわけです。どう

してかというと、当たり前なんですけれども、この結果、金利は必ず上がってきます。金利が

上がると、銀行は国債を買うのと企業への貸し付けとどっちがいいかを考える、その結果当然

貸出金利が上がってくるわけです。そうすると企業の投資意欲を阻害する。そうすると景気が

悪くなって、また税収が減ってくる。悪循環になる。なるかどうかわかりませんけれども、そ

のリスクが、今、日本の新聞だけでなく海外の論調などを見ても物すごく高いです。 

 たまたま私は土居先生のものを、きょうはおられないんですけれども、読みましたらほとん

ど同じ問題意識です。財政赤字がＧＤＰの200％を超えていく中でこのままそれを放置してい

くと、温暖化対策にお金が回るどころの話ではなくなってしまう。これが、まさにさっき私が

持続可能な発展と申し上げたのはこういうことを避けねばならないということなんです。こう

した点を総合的に考えて、日本としてどういうふうにしていくのがいいんだろうか。それと、

民主党で25％と言っていますから、真水ということは、計算したほうがわかりやすいんですけ

れども、そう言った後でそれをどういうふうにしていけるのか。あるいは前提条件が整わなけ

ればどういうふうにするんだ。この場合25％というのは、全体が外れるわけですから、そうす

ると変わってくる。この辺をいろいろ見ていく必要があるだろうと私は思うんです。 

 そうなってくると、例えば利子率はこのモデルでどういうふうになっているのか。それから、

日経センターさんにはさっきお話で税収を家計に還元するといわれましたが、その場合財政赤

字は放置する、こうなっているわけです。でも、財政赤字を放置しておくと別にしておくと今

度はそっちが破綻してくるという話、これはまさに日経センターさんあたりで税収を国債償却
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に回す場合の試算をうまく出していただけると私は助かるなと。この辺が温暖化問題だけに絞

ることのリスクなんですね。これは総合的に考える必要がある。これが私が一番言いたい環

境・経済・エネルギーの鼎立問題なんです。 

 次に、皆さんのモデルを、実は余りよくわからなかったんですけれども、出ているモデルも

あるんですが、今ここで私がお願いしているのは、国環研さん、ＫＥＯのＣＧＥ、日経センタ

ーさんの経済モデルに対して、15％削減というのは真水でやるとどういうふうになるんだろう

という、これは当然一つの指標になるのでぜひ出していただきたい。既に出ているモデルもあ

るようですが。 

 そして、技術進歩率はどうなんだろうと。簡単に言えば、脱炭素化率とエネルギー効率、そ

の結果としてＧＤＰ分のＣＯ２ですね。これはモデルでそう出るのかどうかわからないですけ

れども、次の２ページ目の下のグラフを見ていただきたいんですが、これは茅先生ほかの、秋

元さんも入っておられますけれども、去年出た本です。まさにここでは脱炭素化率だけをとっ

ているわけです。 

 そして、この中でフランスとイギリスが一時期、脱炭素化率年４％なんていうこともありま

して、これは当然のことながら、この時期、フランスでは原子力発電所が物すごく建設された

時代です。それから、イギリスについては例の北海油田で、天然ガスが安く入るということで、

石炭から天然ガスにかわると。 

 ところが、このグラフを見ていただきますと、一番右上に1990年比２割から４割削減の場合

の必要な脱炭素化率が出てきます。これは25%というのは書いてないんですけれども、20%の場

合に脱炭素化率が2.5弱です。ところが、日本の従来の脱炭素化率というのは、特に最近はむ

しろ改善ではなく改悪になっているわけですけれども、これをフランスやイギリスのような特

殊の状況がない中で経済を持続可能にしつつどういうふうに改善していくか。これがないと、

ただ脱炭素化率を上げればいいんだといっても当然うまくいかないわけですから、ここの検証

は必要なんだろうなと私は思うんです。このあたり、私のモデルではそれはやっていないとい

うのであれば、やっていないというご回答でも結構なんですけれども、教えていただければと。 

 そして、先ほどのやりとりの中にあったんですけれども、モデルが、完全雇用のモデルなの

かどうかと思ったんです。要するに失業者とか遊休設備があれば、何か新しい対策を打つとそ

こで経済が上向いてくる可能性があるわけですけれども、そうでないと何かやれば減るという

話になるわけです。モデルが一体どういうふうになっているのか教えていただければありがた

い。 
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 あと、電源構成、これは私は安全保障との関係で知りたいだけで、皆さん、ぱっとお答えい

ただけると思うんです。 

 それから、さっき申し上げたんですけれども、資料２枚目の表をご覧下さい。ここでは日経

センター、KEO、国環研の３つのCGEモデルに関して選択肢③、⑤、⑥しか比較できないの

ですが、選択肢③、⑤、⑥について、雇用者報酬の減、可処分所得の減、そして雇用者報酬が

100減ったときに可処分所得がどれだけ減るかを見ると、これは日経センターさんが可処分所

得の減り方が一番少ない。これはさっきの全部還元するという話と関係する問題だと思うんで

す。ＫＥＯの場合には還元しない、国債を買って償却して金利の上昇を抑えていくと、こうい

うモデル。さっき落合さんもそうだと言われていましたけれども、そうするとこの差というの

は、可処分所得の差もまさにそこにあるので、そういうことは、それこそこの結果を出すとき

に説明しなければいけないのではないかというふうに私は思います。 

 あとほかに、６番目は、選択肢③、麻生目標、選択肢⑤、⑥と、こんなに要らないので、麻

生目標と選択肢⑥で、これはさっきも申し上げことで、クレジットを購入する場合に経済への

影響がどのくらい緩和されて、海外に支出としてどのくらい出るんだろうか、これは非常に単

純素朴な疑問なんですけれども、こういうのをぜひ教えていただきたい。 

 そして最後に、私は今までずっと皆さんの議論をお聞きしていて、一番感じたのは、楽観論

は禁物だなと。悲観論も禁物なんですね。見ていると、前のモデルはマイナスのことだけやっ

ていてプラスのことはやっていないというふうに私には聞こえるんです。これは皆さん本当に

そうですかということを私はお聞きしたいんです。 

 なぜかというと、もちろん新産業創出ということがどこまで入っているのか、実は私はわか

らないんですけれども、それをどこまで考慮したか、これは非常に大事だと思うんです。と同

時に、逆に言うと、日本企業が海外に出ていく、これは皆さんのモデルでどのくらい考慮して

いるんでしょうかと、こういう問題があります。 

 ですから、プラスがあればマイナスもあるわけで、それを、前のやつはコストしかやってい

ないので今度はプラスもやると、これは非常に違う。要するに楽観論は危ないというふうに私

は思います。もちろん、楽観論と悲観論、両方、これはまさに感度分析になるかもしれません

けれども、そうすればいいんだろうと思うんです。 

 それから、先ほど栗山さんからもコストベネフィットの話が出ました。私はこれは絶対にや

るべきだと思っています。その意味は、日本として世界に対して、ＥＵが２℃目標と言ってい

るわけです。本当にそれが適切なのかどうかということはだれも検証していません。ＥＵが言
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っているだけで、アメリカは別にそうだということではないんですね。日本もそういうことに

なっていません。十分分析して２℃にするそのコスト、それからそれによって回避される損害、

これがベネフィットですけれども、これを本当にそこに行くのがいいのか、３℃がいいのか

１℃がいいのか、これこそ日本が本当にやらなきゃいけないことなんです。そのためにはグロ

ーバルな費用便益分析が必要だ。それをやっていないで、サミットの度に世界半減目標だとか、

先進国８割減とか、２℃という話でぽんぽんといく。これが日本にとって一番のリスクなんで

す。 

 ですから、まさにグローバルな話ですけれども、これは日本についてやってもほとんど意味

がない。日本が幾ら減らしたって、日本の損害がこれだけ減るなんてことはありっこないので、

これは逆に皆さんの時間の無駄だと思うんですけれども、本当にやるのであればグローバルベ

ースでこれを絶対にやるべきなんです。 

 ただ、この問題については、いわゆる非市場価値をどうするか、これはノルドハウスとスタ

ーンで全然違うことをやっているわけですね。それから、純時間選好割引率、若干専門的で、

皆さんは専門家ですけれども、これをゼロと置くか３と置くかで全然ちがう。例えばスター

ン・レビューのベネフィットというのは純時間選好割引率0.1％で計算していますが、1.5%と

置いただけでベネフィットが３割に、つまり７割減ってしまうわけです。ですからこの辺のこ

とをきちんと詰めなければいけない。果たしてそういう時間があるのかどうか、これはまさに

時間との闘い。ただ、これは後回しでも全然構わないんですけれども、そういうことを日本が

やっていない。本当の立ちどころが日本は定まっていない。これが危ないなというふうに思っ

ているわけです。 

 大臣がおられなくなって私はちょっと残念だったんですけれども、ぜひ大臣にお願いしよう

と思ったのは、あっちこっちで事実誤認があります。京都がマイナス６で、この間出た麻生さ

んの中期目標はマイナス８なので世界に対して恥ずかしくて主張出来ないと民主党の人がテレ

ビで言っていましたが、これは間違いですよね。さっきどなたか言われたように、京都という

のは真水はマイナス0.6です。これに対して麻生目標はマイナス８%。従って0.6と８を比較す

る。今度は0.6と25を比較する、この事実を誤解してしまうと大変なことになる。、大変大き

なミスリーディング、これこそミスリーディングなので、政治家の方がそういうふうに言われ

ていたので、これは何とか、ここにおられる政府の方から大臣初め皆さんに言っておいていた

だきたい。お願いです。 

 以上です。 
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○植田座長 盛りだくさんの内容だったんですが、ある程度お答えいただいたほうがいいよう

なこともあったと思うんですが、いかがですか。順番はどなたからでも。 

 お願いします。 

○国立環境研究所（増井） 環境研の増井です。きょうは遅れてしまって申しわけございませ

ん。 

 山口先生のほうからいただきました宿題なんですけれども、それについて、数字のところは

まだきちんと見ておりませんので、それは後ほど回答させていただきますけれども、口頭で言

えるところだけ言っておきたいと思います。 

 １番目のエネルギー安全保障及び安定供給をどのように勘案しているのかということで、Ａ

ＩＭの環境研のＣＧＥモデルのほうは、環境研の日本モデル、エネルギー選択モデルですね、

それとのリンクというのを図っておりますので、そちらのほうの結果をそのまま使っていると

いうことです。ですから、日本モデルのほうで、エネ研さん等も含めてエネルギー安全保障の

面についていろいろ議論しましたので、そこで議論はされているということで、その結果をそ

のまま使っているということになっております。 

 ２番目の政府の経済政策との整合性ということで、今回、温暖化対策で、日本モデルのほう

ではさまざまな補助金ですとか、いろいろな政策をセットで出したわけなんですけれども、そ

の議論とＣＧＥモデルで実際計算した議論というのは、同時並行してしまったというところが

ありまして、日本モデルのほうではどれだけ、例えば太陽光発電を導入するのに補助金を与え

るというふうなことを詳細に積んだわけですけれども、経済モデルのほうではそこまで積んで

おりません。ですから、経済モデルのほうで温暖化対策をやるというのは、すべて民間の力で

やっているということを前提としております。 

 具体的に申し上げますと、いろいろな温暖化対策をする際に必要な投資額というのが、省エ

ネ投資が必要になってきますけれども、生産投資、本来なら生産に振り向けられるべき投資と

いうのが、省エネ投資のために幾らか少なくなってしまっている、その結果が経済的にも影響

を及ぼしたというような形になっております。 

 税のところですけれども、税は日経センターさんと同じです。ランプサムでも返しておりま

す。 

 ３番目の税収の扱いと財政政策との整合性というところなんですけれども、この経済モデル、

ＣＧＥモデルは、基本的に実物経済だけを取り扱っておりますので、金融的な側面というのは、

もちろん税収をどう返すのかという、そこのところは入っておりますけれども、国債ですとか、
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そういう細かいところまでは入っておりません。 

 これは山口先生に逆にご質問なんですけれども、ここで言われている利子率というのはどう

いうものなのか、明確にしていただきたい。 

○山口委員 これは要するに内生的に決まっているかということです。 

○国立環境研究所（増井） 実はこのモデルは、もともと前提としまして経済成長率が与えら

れているということと、モデルそのものが経済成長を再現するようにあらかじめ投資を決めて

いるという構造になっておりますので、内生的に利子率が決まってくるということはしており

ません。 

○山口委員 利子率は動いていないんですか。 

○国立環境研究所（増井） ええ、動かしてはいません。ですからそのあたり、利子率を動か

しますと、当然のことながら貯蓄とか投資が変わってきて、その結果、想定しておりました経

済成長率が達成できなくなるということもありますので、今回のシミュレーション、モデル構

造そのものが、投資のダイナミクスを内生的に計算するということではなくて、想定された経

済成長をとにかく達成するということを前提にモデルが組み込まれておりますので、そういう

形になっております。 

 モデル全般のところなんですけれども、15％削減に対する数値を提出願いたいということで、

これは実際計算しておりますので、また後ほど計算結果をお示ししたいと思います。 

 ２）のところも、エネルギーの消費量ですとかＧＤＰの数字がありますので、このあたりは

きちんと提出しておきたいと思います。 

 ３番目のところは、我々のモデルも完全雇用を前提としておりますので、特にグリーンニュ

ーディール等をやったから経済が上向くということは、構造的には極めて難しいというような

構造になっております。 

 ４番目の電源構成は、先ほど、上のほうの１）と同じでして、ベースは日本モデル、日本を

対象とした積み上げモデルをベースとしております。ただ、シナリオによっては電力が足りな

くなるという場合も当然のことながらあるんですけれども、そういう場合は、ガス火力を使っ

て電力を供給するということをしております。 

 ただ、それはガス火力の設備利用率を上げてということで対応しているんですけれども、設

備容量そのものは変えていない、日本モデルの結果そのものを使っておりますので、設備利用

率を上げたとしても電力が足りないという場合も当然のことながら出てきます。その場合には

電力の価格が極めて高くなって、経済活動にも影響してくるというような結果になっておりま
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す。 

○山口委員 そっちからの経済合理性だけで、ゼロだみたいなことはないですね。 

○国立環境研究所（増井） ないです。それはしておりません。 

 ５番目のところは、これも山口先生がおっしゃったところで、私が口出しする必要はないの

かもしれないですけれども、可処分所得の定義が違っているだろうと。前回といいますか、３

月までのワーキングの中で、可処分所得として労働所得と資本所得の合計でいきましょうとい

う定義が合意されたと私は勝手に認識しておりまして、それで我々も計算したということで、

そういう意味で言うと、税収、家計に返ってくる分、それは除外して計算しておりますので、

結果的に環境研のモデルとＫＥＯのモデルが比較的似たような結果になっているというふうに

個人的には感じております。これはあくまで推測です。 

 あと、マクロフレームの前提のところでご意見をいただきましたけれども、少し誤解といい

ましょうか、いろいろ問題点があるなと思っておりますのは、経済モデルのほうはマクロモデ

ル、例えば鉄の生産量ですとかセメントの生産量、そういったものは固定しては計算しており

ません。それは先ほど日経センターの落合さんのほうからご説明があったとおりです。我々の

ほうもそういうことはしておりません。 

 ただ、そういう結果と技術モデルの日本モデルのほう、日本モデルのほうはあくまで前提を

固定しているということ。その固定値も各業界から実際ヒアリングを受けてやったものという

ことで、業界が出している数字そのものが整合的かどうかということも、本来なら検証すべき

ところであったのかもしれませんけれども、それはせずに、各業界が出しているからというこ

とで、それを同意して使ったわけであります。 

 実際に炭素価格というものが発生しますと、経済構造も何らかの形で変わってくると。経済

構造が変わるということは、それだけ生産活動そのものが変わってきますので、そういう意味

で、日本モデルの技術選択モデルで設定されている状況と経済モデルで設定されている状況と

いうのは、必ずしも一致しているわけではないんですね。ところが、結果として政府が出すと

きには、あたかも経済モデルのほうで出されている技術の導入割合と経済の影響がリンクして

いるように見えて、一般に公開されてしまっているわけです。 

 ですからそういう意味で、もちろん、日本モデルは日本モデル、経済モデルは経済モデルと

いうことで説明すればいいというだけの話なのかもしれませんけれども、仮に一体にやるので

あれば、日本モデルのほう、技術選択モデルのほうも、例えば経済モデルから出てくるような

マクロフレームの結果、そういうものを反映して少しは計算してみるべきではないかというの
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が我々の提案で、必ずしもだだをこねているというわけではないということは、ご理解いただ

ければと思います。 

 以上です。 

○植田座長 ありがとうございました。 

 どなたかいらっしゃいますか。 

○日本エネルギー経済研究所（小山） エネルギー安全保障について、これは山口委員からの

ご質問にぴったりとお答えになるかどうかわからないんですけれども、当然、昨年は原油価格

が非常に高騰したという中で、エネルギーセキュリティは非常に重要だという問題意識は、こ

の検討の中にあったと思っております。 

 その観点で言いますと、まず１つは、日本はエネルギーを輸入している国ですから、いかに

エネルギーの消費を合理的にするかということの省エネの考え方が非常に大事で、ある意味で

いけば、今回、技術の積み上げで省エネが進展していくということがこの検討の中に入ってい

ると。 

 それから、エネルギーの消費あるいは輸入を減らすだけでなくて、その構成がどういうふう

になっていくのかということですので、１つは、国産のエネルギーと言われるものはどうなの

か。それから、原子力も含めた純国産のエネルギーを含めて、化石燃料と非化石燃料がどうい

うふうになっていくのかということが、この検討の中に入っているということだと思います。 

 その意味で、エネルギー安全保障と環境目標、このエネルギー安全保障のほうは、数値的に

こういうふうになるとよりすばらしいものになるとか、具体的にそういうものではないと思う

んですけれども、勘案するという意味でいけばこれは入っていると思っております。 

 あともう一つは、検討するときの視点として非常に重要なのは、2020年という目標を考えて

いく上での時間軸の問題というのがあるということで、エネルギー構成がどのように変わって

いくのかといったことについても、環境、それからエネルギー安全保障、両方勘案しながら、

この時間軸の中で検討を進めていったというのが今回の作業ではないかと思います。 

○日本経済研究センター（落合） ２番のほうからいきますけれども、年齢構成等の話ですが、

（日経モデルでもやらないといけなかったのですが）これはワーキングチームのときに野村先

生のほうに押しつけさせていただきました。家計調査のデータ等を使わなければできなくて、

さすがにそれを全部集計するのが無理で、野村先生のＫＥＯモデルのほうにはもう入ってまし

たので、そちらでやってくださいと無理振りをさせていただきました。 

 次は、各モデルの15％の話ですが、きょうお配りした資料４－４のディスカッションペーパ
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ーの中に、23から28ページに最終ケースと書いたものがあります。その段階では麻生政権のも

のが最終でしたので、最終ケースと書いたのが15％に対応しています。技術の部分は、さっき

言ったようにトップランナーになっております。 

 脱炭素化率等については後でお教えいたします。 

 資本・労働については、これは完全雇用になっていますが、労働時間という概念は入ってい

ますので、それによって労働時間が減少するというか、全員働いているけれども働く時間を減

らすという調整をしています。実際これは、ＫＥＯモデルのほうも、雇用者数というのは総労

働時間から推計しているんですね。要は最初から失業者があるわけではなくて、労働時間が減

っているうちの何％かが失業だという扱いになっていまして、ＣＧＥモデルですので失業とい

うものを直接扱うのはなかなか難しい。 

 電源構成に関しては、国環研さんとかエネ研さんからいただきました、努力継続ケースのと

きに2020年でどうなるかという、そのときの新エネがどうなるか、ほかの電力がどうなるかと

いう値がありまして、それは2020年ですから変わらないだろうと。新エネに関しては、2020年

にこうなりますというのがありまして、そこから価格（コスト）を逆算してモデルに組み込ん

でいます。つまり、そういうＣＯ２の状況のときにこれだけ導入されるのであれば、新エネの

コストはこうでなければいけないというのを計算して、それに対して排出削減を掛ければ、よ

り早く導入されるという形で決定しております。 

 次は雇用者報酬の部分でして、これは難しい問題が少しあるんですけれども、１つはランプ

サムで返しているという問題で、うちのモデルが違っていますという話ですが、もともとワー

キングチームのときはランプサムで返すということで統一したのが、いつの間にか人によって

出てくるものが違うという状態になっています。資料３の中に入っています添付３という資料

を見ていただきますと、国環研も、⑥のケースに関して、なぜか知りませんが、下のところに

「可処分所得には、家計への税収還流は考慮していない」とかいろいろ書いてあります。状況

によって違うモデルです。 

 ほかのモデルにちょっと突っ込みを、せっかくの機会というか、皆さんがいるときに突っ込

んでおかないといけないことがありますので、まず１つは、野村先生のモデルですと、資料３

を見ていただくとわかるんですが、全産業とか生産のところを見ていただきますとすごいマイ

ナスなんですね。マイナス7.6とか、例えば25％で見ますと、生産のところが10.7、12.1、

22.3と出ています。ところが経済の落ち方は5.6しか落ちていない。上のところを見ていただ

いても、生産が5.2、6.2、12.2と落ちているのに、ＧＤＰは2.1しか落ちないと。 
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 これは厚いほうの資料ですが、後ろの方々は持っていないので失礼なんですけれども、215

ページを見ていただきますと、産業生産額に与えるインパクト、ほとんどのものがマイナスに

振れているんですね。それで一般機械の部分が環境投資が関係してプラスにいっていると。こ

れだけでこんなにマイナスが減少するのかと考えると、これは税でとってきたものを何かの形

で使っているんだろうかというのが出てくるんですね。 

 ただ、野村先生のモデルはそれがどう出てくるかが全然説明されていませんで、マイナスが

少ないと言われてもちょっと困るなというのがあります。野村先生のモデルですと、例えば今

の資料の219、220ページにＫＥＯモデルという説明がありますけれども、これ以上の説明は受

けていません。これでわかってくれと言われても辛いものがあるなと。 

 もう一つ、例えば戻りまして214ページのほうですと、限界削減費用の関係というのが野村

先生のＫＥＯモデルの資料にありますが、ほとんど線形ですね。最大導入15、25までに関して

は。なぜかそれでもＧＤＰは落ちていくという関係にありまして、日経センターの場合は、費

用が逓増していく、ＧＤＰも逓減していくというシステムになっていまして、排出削減をして

も費用が余り増えないモデルの形にもともとなっているのかなという不安がありました。本当

は野村先生がいらっしゃったらここでやったほうがよかったんですけれども。 

 あともう一つ、国環研さんのにも突っ込みをちょっと入れておきます。ＡＩＭのＣＧＥモデ

ルを、先ほどの添付３という資料に戻って見ていただきますと、実質ＧＤＰがマイナス0.5％

のときに限界削減費用が１万円です。ところが、0.8％のマイナスのときに２万8,000円という

ふうに、2.8倍に一挙にどんと増えていますね、たった0.3％ＧＤＰが落ちるだけで。ところが、

最後の数字で見ると、６％下がっているのに６万円しか増えていない。 

 これは実は、注のところを見ますと、⑥のモデルだけＣＧＥモデルではないモデルが書かれ

ていまして、これもミスリードかなという気がするんですけれども、こういうところで、日経

センターとしては、他の機関に対して何でこんな結果になるのか見せてほしいというのが、分

析をやっているときもあったんですが、なかなか出てこなかった。 

 あと、先ほど増井さんから説明がありましたが、ほかのモデルで悪いと思いますが、国環研

のＣＧＥモデルというのは、ＧＤＰを決めるために投資を先に決めている。投資を決めること

によって、目標としているＢＡＵのＧＤＰを設定する。投資を毎年していった結果として。つ

まり、過剰投資かどうかはわからないんですけれども、ＧＤＰになるような投資をする。そう

なると利子率が決まらないという話ですけれども、日経センターのモデルはどうやるかという

と、まず一般均衡で普通に解いた上で、そこに関して、ＴＦＰですとか、余り影響しない外の
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部分を使って分析しています。 

 ですので、国環研モデルは利子率と各資本財とほかの財との関係、逆に言えば過剰投資の可

能性がありますので、ＴＦＰを国環研がどう扱っているのか、ＴＦＰがなくて全部投資だけで

やっているのか、そういうのが違いに出てきているのかなという気がします。 

ワーキングチームでモデル分析を一緒にやっていた人間の間ではある程度の相互理解があり

ますが、モデルの中身を出さないと、数字だけ見てもだれもわからないまま過ぎてしまいます。

そういう経緯もありましたので、最初に言いましたが、各研究機関のモデルはできればプログ

ラムを含めて全部見せていただかないと、日経センターの数字がどうと言われても困ると思い

ます。 

 もう一つ、最後に１点だけです。先ほどの添付３を見ますと、日経センターはマイナス4.5、

ＫＥＯモデルだとマイナス15.9、国環研モデルだとマイナス9.1になります。可処分所得だけ

で負担を計算すると、国環研は44万円になります。ＫＥＯモデルでは77万円になります。日経

センターのモデルは、足したりしていて実は過大なんじゃないのと言われますけれども、ほか

の２つのモデルは、可処分所得だけで見てもそれより大きな結果が出ています。負担をどう評

価するかということに関しても、できれば、こういう形で計算したほうがいいのではないかと

いうのを、委員の先生方に提示していただければと思います。 

経済学的に、数字はいろいろなつくり方ができますので、それに関して何が負担なのかという

のが、実は決めづらいという問題もあると思います。効用なんていうもので測ってしまいます

と、ある財の価格が上がっても、安い財に消費が流れますから、効用だけ見たらほとんど減ら

ないという問題も起きます。ですので、家計の負担というのを、今、36万円がひとり歩きして

いるという話がありますけれども、それが過大かというと、実はほかの分析を見ると余り過大

でもない可能性もあります。36万円は高過ぎる、だから計算し直せみたいな意見もありました

のが、本当かなという疑問もありますので、その辺もできれば考慮していただければなという

のが山口先生への回答になります。 

○植田座長 どうもありがとうございました。大変よくわかりました。やっぱり出し方ですよ

ね。そうでないと、３つ違う数字が出て真ん中を出してという感じで出てきちゃうと、これは

非常にミスリーディングだと思いますね。 

○国立環境研究所（増井） すみません。今の反論じゃないんですけれども、ちゃんとした回

答を言っておかないと、誤解のままいくとまずいかと思いますので。 

 添付３のほうなんですけれども、「可処分所得には、家計への税収還流は考慮していない」、
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これはすべてのケースについてです。これは書き方がまずくて、⑥ではというのが最後までき

ているように見えますけれども、すべてのケースにおいてそういう想定をしております。 

 あと、⑥で別のモデルじゃないかというご指摘だったんですけれども、これも同じモデルを

使っております。ただ、日本モデルを計算したときに、どうしても20％削減までしか技術とし

ては積み上がらないということで、残りは経済成長を抑えるというようなことが日本モデルの

ほうで出てきていましたので、経済モデルのほうの前提もそれに合わせて少し、1.6％という

のを抑えたという意味でここには書いております。そういう想定が果たして本当に妥当だった

のかどうかということも当然あるんですけれども、その辺は日本モデルの前提と合わせたとい

うことでございます。 

○植田座長 一応時間がきまして、とても頭がいっぱいになるような話がたくさん出てきたわ

けですが、若干議論はどうしてもしないといけないと思うんで、どうしてもご意見というのが

おありの方はお願いしたいと思うんです。 

 それともう１点、評価というか、今、議論してきた以外に、これは初めてのあれなので、タ

スクフォースの議論ないしは作業の進め方の問題もご意見がおありかもしれないので、その点

もあわせてあったら、最後にご意見をいただいて、時間が過ぎていますのでと思います。 

 では飯田さんから、どうぞ。 

○飯田委員 まさにその面も含めてコメントと１点質問を、特に山口先生のご発言にもあるん

ですが、１つは、先ほど２℃の話をされていたわけですが、ＥＵだけとおっしゃっていたんで

すが、２℃は私の理解では、イタリアのＧ８ラクイラ・サミットで基本的には各国了解をして

いると。アメリカもケリー・ボクサー法案で、1990年比で2050年には80％削減をするというこ

とで、これは各国それなりのコンセンサスがあるということをまずコメントさせていただいて、

そういう理解をしているということで。 

 ただ、さすがにここで、今回の依頼事項というのは25％をどう達成するかですから、もう一

回、２℃か３℃かをここでやり直すというのは、明らかに範囲を超えているんじゃないかと。

ただ、そうは言っても定性的なコストベネフィットのような、コスト・オブ・インアクション

とかはやる必要があるというふうな、常識的な範囲でおさめておく必要があるかなと。 

 それから、山口先生のご提案で15％、麻生前政権の数字を比較すべきだというご希望がある

わけですが、私は不要だと思っておりますが、これはあくまで政治的な判断だと思いますので、

いわゆる中期目標達成検討チームの中で、旧政権と比較する必要があるのかないのかというの

は上で検討してもらえればいいかなと。私は、政権交代して、もう既に消え去った政権に関し
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て何ら気を使う必要はないと考えております。 

 もう一つコメントなんですが、今の研究機関同士の議論というのは非常に実りあるもので、

これはこの先も非常に生きてくると思うんですが、１点ちょっと気になったのは、秋元さんが

おっしゃった科学的という言葉なんですけれども、私はもともと理系の出身なので、理学部系

でもあるので、理系の世界ですとサイエンスとエンジニアリングとはっきり分かれています。

しかもＣＧＥも回したことがあるので、ＣＧＥというのは多次元方程式を収れんさせるもので、

私の理解だと、経済学の理論はサイエンスに近いかもしれませんけれども、今回やられたのは

あくまでエンジニアリングだろうというふうに思っております。 

 それは、エンジニアリングであれば、機械はどんなものでもできる、どんなものというか、

サイエンスを超えるものはできませんけれども、前提条件によってどんな機械だってできるの

と同じように、先ほどの鉄鋼１億2,000万トンを置くか置かないかとか、一個一個に幅とか裁

量性とか恣意性が当然入るのは当たり前であって、計算の中身は一切私は疑っておりませんし、

だれも疑っていないと思いますが、そこの恣意性とか政治性というものはあるということを共

通理解にしておかないと、科学的に正しいんだというふうに一言で押し切られると、そこに、

今回世間で、日本の最高研究機関が出した数字で、この数字は疑うべきではないというのが、

皆さんの本意ではないと思いますが、それが流れていったんですね。私は、科学的ではなくて、

あくまでそれは政策的にいろいろな数値的な議論をされたけれども、そして数字上は正しいか

もしれないが、前提によっていろいろ変わるということを共通理解にしていただきたい。 

 最後に１点質問なんですが、ＢＡＵで比較をするのか、25％の幾つかのシナリオの相対比較

のような形ができるのか、あくまでＢＡＵを置いておかないといけないのか、これはテクニッ

ク論かもしれませんが、今回は恐らく、幾つかのシナリオの相互比較のほうが重みがあって、

ＢＡＵはあくまで空想的な仮置きの話であって、ＢＡＵとの比較というのは余り意味がないの

ではないか。計算上、置く必要が、最初の平衡状態をつくるためにとりあえず仮置きするため

の仮置きのＢＡＵが必要であれば、それはそれで必要なのかもしれませんが、25％ありきで、

あとは達成方法によって幅があると、そこの比較に重きを置くのがいいのかなというふうに思

っております。 

 以上です。 

○植田座長 ありがとうございました。 

 ほかにご意見おありの方。 

 どうぞ。 
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○地球環境産業技術研究機構（秋元） 今、少しご批判がありましたので、科学的というのは

言葉が悪かったかもしれないですけれども、むしろ論理的と言ったほうがいいと思うんですが、

論理性がどこが妥当なのかということを議論させていただいたということです。もちろん、不

確実性の幅はいろいろありますから、その中でどういう分析をすれば、感度解析をして、どう

いう形があり得るのかという議論は、ぜひ大いにやったらいいと思います。 

 最後のＢＡＵとの比較ですけれども、モデル分析の立場からしますと、モデルというのは非

常に不確実性が高いので、ＢＡＵとの差分というのはまだ不確実性を打ち消す、ＢＡＵはモデ

ルの癖が割とよく出やすいですから、そこの差分というのは非常に意味のあることだというこ

とを申し上げておきたいと思います。 

 以上です。 

○植田座長 ほかにございますか。どうぞ。 

○山口委員 ２点、ＢＡＵの問題ですけれども、これがないとほかの国際モデルと比較ができ

ない。ですからこれはマストだと思います。 

 それから、飯田さんの、これは単なる言葉なので、別に飯田さんだけではなくてみんな言っ

ているんですけれども、コスト・オブ・インアクションというのは一体何だということなんで

す。要するに今、対策をやっているわけですね。コスト・オブ・インアクションと言うと、何

もやらなかったときどんな損害が起こるよという話なんですね。それは間違っていて、それは

それでいいんですけれども、ここで我々が考えなければならないのは、これ以上の対策をとら

ないと損害がどのくらい増える、それらかどういう対策をとったらどのくらいそれが減るんだ

と、この話なので、何もしなければどれだけ損害が増えるよと、これは対策との比較では無関

係です。ここは我々はまさに、別に科学者かどうか知りませんけれども、きちっとした言葉遣

いでやるほうがいいんじゃないかと思います。 

○植田座長 順番にいきましょう。 

○日本経済研究センター（落合） 先ほどの質問も、なぜに国環研のモデルに話題を振ったの

も絡むんですけれども、どう議論するかという話でして、前回のワーキングチームですと、11

月から３月末までに23回やっています。それに中期委を入れて６回で29回、４月に１回プラス

されて30回やっています。月に６回のペースで、１回３時間のペースで全員集まりまして、そ

れに加え各パートごとにも、内閣官房がうるさかったものですから、何で結果が合わないんだ、

分かるように説明しろと言うものですから、うちはこうつくっていますと言うと、そうか、じ

ゃここはどうだ、何でこの２つが違うんだということを５カ月ぐらいずっとやって、そのうち、
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集まり過ぎて分析ができないと言い始めたくらい集まって前回の分析をやっています。 

 問題は、ここにタスクフォースとして集まって、この場で議論するのか、それとも結果を出

して皆さんにコメントをもらうのか、どこまでやるのか。逆に言うと生産性の意味で、委員の

先生方はお忙しいと思いますが、おつき合いいただいて、毎回３時間、おもしろいかどうかわ

からないですが、細かい、この数字は何だという議論につき合っていただいて、それは納得で

きぬとやっていただけるならば、それが一番いいと思います。ただ、一般に公開して一般の方

が来て、ＣＧＥモデルのこの効用関数のここの係数は幾つですという議論におつき合いいただ

けるのかなという疑問もあります。 

 その辺で、日経センターというか、私個人としては、前回がありますので、やるならば仕方

ないなと思っています。もしもこの場議論をするならば、前回はほかの研究機関と相当厳しい

話をやりましたので、またやることになります。そういうことを求められているのかも含めて

考えていただかないと、ただ公開した、ただ集まったでは無く、生産性も考慮した運営をして

いただきたい。それでも分析の過程を密室にしてはまずいと思いますので、その辺のバランス

はどうなのか、それが現場として気になっているところです。 

○国立環境研究所（藤野） もう時間がありませんので、25％を達成する計画をつくることが

使命だと思いますので、最低限の規定種目は決めていただいて、あとＢＡＵは何ぞやというの

は決めていただいて、高速無料化は絶対入れないといけないとか、そういった最低限の条件を

入れていただいて、ＢＡＵというのを設定しながらも、自由種目もさせていただきたい。それ

ぞれのモデルの研究者が考え得る最高の提案を出して、それを委員でもんでいただければいい

わけですから、そういった自由度が欲しい。 

 それからあと、委員の先生にも働いていただいて、例えば栗山先生はＣＶＭに非常に詳しい

ですし、ＬＩＭＥのモデルのこともご紹介いただけるのか、またはＬＩＭＥのモデルをやって

いる人を直接呼んで、同じメンバーでやっても出てくる答えは余り変わりませんから、変わり

映えしないなというのはあります。 

 あと、屋井先生には地方のほうとか、地域で交通とか都市計画をどうやっていけば意味があ

るものになるんだろうかとか、有村先生だと排出量取引の制度設計の話、とてもモデルでは扱

い切れないようなところを、具体的にどうやるかというところはモデルだけではとてもできま

せんので、それを植田先生がうまいこと指揮官になって戦略を書いていただいて、スクラムを

組んで、25％をやるにはどうやればいいのかというのをぜひご議論いただきたいというのがお

願いです。 
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○植田座長 ありがとうございました。 

 どうぞ。 

○日本エネルギー経済研究所（末広） マクロフレームのところの話、日本モデルでは非常に

重要な前提なんですけれども、これについて、マクロフレームを総取り替えするというのは結

構時間がかかると思いますので、不適切と思われる部分だけ、いわゆる感度分析的に対応すれ

ばいいのではないかと思います。我々の分析でも、原油価格の感度分析ですとか、原子力の稼

働率の感度分析をやっておりますので、そういった形で対応すれば、時間をよりコンパクトに

できるのではないかと思っています。 

 それから、エンジニアリングというお話がありましたけれども、前提条件のところ、うちの

モデルはあくまで経済が先にあって、その後、技術を積み上げていく。その技術の積み上げと

いうのがまさに前提条件になりますので、ここのところは、恣意性のないようにいろいろと検

討していかなきゃいけない部分だと思っております。このところはこの場で議論ができて、ど

れが現実的なのかどうかというところも踏まえて議論できればと思っています。 

○国立環境研究所（増井） 先ほど山口先生のほうからご指摘があった点なんですけれども、

日本企業の海外流出という話があったかと思います。ひょっとしたら藤野のほうから説明があ

ったかもしれませんけれども、我々も、資料４－１の（10）その他というところで、今回のタ

スクフォースの目的が一体何なのかということで、25％に向けた絵をかくということは当然な

のかもしれませんけれども、一方で、国際交渉に資する情報というものが必要になってくるの

かなと。山口先生が先ほどおっしゃられましたけれども、前提が崩れたときにどうなるのかと

いう話も当然、議論としては起こってくるわけで、そういうところを我々のような国内モデル

だけで対応していていいのかどうか。もちろん、国内モデルで対応するような形で境界条件の

設定をシナリオとして与える、それを与えていただくのはこのタスクフォースの委員の先生方

の役割かなと我々は思っているんですけれども、そういうように作業限定といいましょうか、

果たしてここで使うモデルが適切なのかどうかということも含めて提示していただきたい。 

 我々も、持っているツールというのは限られていますので、その限られているツールを使っ

て最大限出すのか、あるいは問題を考えたときには、ここで考えているツールでは足りないか

ら、別のツールを持ってくるべきなのかというところあたりは、きちんと明示していただいて、

新しいツールをということになりますと、それなりに作業時間もまた必要になってきますので、

その辺の猶予といいましょうか、順番を明示していただきたいと思っております。 

 以上です。 
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○山口委員 すみません。この我々のタスクフォースは、正式な名前は何と言うんですか。た

だタスクフォースだけではわからない。 

○小宮内閣参事官 タスクフォースというのが正式な名前です。 

○山口委員 内閣官房のタスクフォースでいいんですか。 

○小宮内閣参事官 いえ、違います。 

○植田座長 検討チームが上にあるということですね。その依頼に基づくタスクフォース。 

○山口委員 その図がないのでわからないんです。 

○小宮内閣参事官 図はいずれ公表したいと思いますけれども、地球温暖化問題に関する閣僚

委員会というのがございます。そのもとに、菅副総理がヘッドで小沢環境大臣が事務局長であ

る副大臣級検討チームというのがぶら下がった形になっていまして、そこでは中期目標の達成

に向けた検討のほかに、途上国支援の検討とか、国内排出量取引制度の検討をやるということ

になっているんですが、この中期目標の達成に向けた検討に資するためにタスクフォースとい

うのが設置されているという構造になっております。だから、本件について言えば３層構造に

なっているというふうにご理解をいただければと思います。 

○国立環境研究所（藤野） 名前が大事なので、タスクフォースだと何でもやらないといけな

くなっちゃいますから、中期目標達成に向けたタスクフォースとか、いい名前を考えてぜひ考

えていただきたいと思います。 

○小宮内閣参事官 それについても、基本的には政治家の議論で決まる形になっておりますの

で、そういう問題提起があったということについては、テイクノートしておきます。 

○植田座長 ありがとうございました。 

 座長の不手際で延びてしまいまして大変恐縮でした。でも、１回目としてはこのぐらいの議

論をしないと、議論のベースがつくれないということであったかと思いますので、ご了解願い

たいと思います。 

 それで、皆さんよくおわかりのように、10月末というのが１つございまして、それとＣＯＰ

15というのがもう一つありまして、もちろん皆さんのご議論が、いろいろ活発にご議論いただ

いたように、あるべき分析というか、これはもっとあるという面もあります。こういうのもや

ったほうがいいとか、いろいろありますね。ですから、時間軸上のことが非常に重要になりま

すので、次回のときにはその整理のようなことをきちっとしないといけないと思いますので、

この点、皆さんもお考えいただきたいと思うんですが、その場合に、モデルを動かしている側、

先ほどお伺いすると三十何回やられたということで、30回掛ける３というのは100時間ぐらい
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になっているということで、大変なものですけれども、それだけの努力を払われて、その成果

をむしろ発展させていくというか、そういうやり方を透明な議論にますますしていくと。です

から、モデルの中身もできるだけわかるようにしていこうということで、ぜひやりたいと思い

ます。 

 ただ、細かい議論をしているとまた物すごい時間を使うという問題がありまして、モデルの

側からも、先ほど言った10月末と11月のＣＯＰ15に向けての話と、それ以降の話と、分けてい

ただいて、どれぐらいだったら、ＣＯＰ15に向けての計算として意味のある計算を、こういう

形のシナリオのこういう計算ならやれますよというような、それはきょうの議論を踏まえたと

きに、こういう計算をすべきではないかと、あるいはこういうシナリオでやるべきではないか

というお考えが少し出たようにも思うんです。少しずつご意見は違うんですけれども、それは

とても大事なことで、私としては可能だったら全部できたほうがいいなとは、これは検討の素

材ですから、そのほうがいいんですけれども、これはモデル側の制約も当然おありだと思うん

で、最も大事だと思われるもの、自分たちのキャパシティーとの関係で、それを少しお考えい

ただいておくということは必要かと思いますので、ぜひよろしくお願いしたいんです。 

 もちろん、もう一方で上にある検討チームが何を考えているか、私も指名だけされまして、

検討チームが一体何を考えているか直接聞いてみたいと思います。それがはっきりしたらまた

皆さんに、次回の会合より前にでもそれぞれにお伝えすることができればいいかとも思います

ので、そこは考えてみたいと思います。 

 ということで、ここのところはちょうど板挟みみたいなことになっておりまして、しかし逆

に言うととても大事な役割を果たさないといけないので、きょうも大変重要なご指摘をいただ

いて、例えば温暖化防止だけで考えるんじゃなくて、ちょっと広げないといかんのではないか

というご意見もあります。ただ、モデルの分析でどこまでやれるのかという問題も私は気にも

なりますので、その辺は最後は、判断にかかわる問題とモデルで分析できる問題というのをき

れいに区別しながら、それが論理的とおっしゃっている意味だと思うんですが、そういうこと

をしながら、できたらやりたいと思います。 

 それから、なかなか難しい問題がありまして、例えば技術開発の現状の評価はどうかと、こ

れ自体とても難しい問題ですね。簡単にできないですね。これは差し当たりどの程度組み込め

るかということでお考えいただくと。新産業の創出、これもなかなか難問。いろいろ難問があ

ります。しかし逆に言うと、チャレンジングなテーマになっているわけです。モデル分析を頑

張ってほしいと思います。これは物すごくチャレンジングなテーマで、研究論文がたくさん出
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るんじゃないかというふうに思ったりするので、その辺も考えていただけたらと思います。 

 先ほど申し上げたことの繰り返しですが、10月末と、11月のいつぐらいになりますでしょう

か、20日、下旬ぐらいまでか、ＣＯＰ15の12月に間に合わせなければいかんから、それとそれ

以降のという、その辺で区別をしていただいて、お考えを整理しておいていただけるとありが

たいと思っております。 

 最後に、物すごい難問を言われまして、栗山先生から厳密な専門的議論をしながらわかりや

すく言えと、これはとても難問の話でありますが、きょう来ておられる皆さんもつき合ってや

るということだったら、ぜひつき合ってもらって、できるだけ厳密に議論しながら、皆さんの

可能な限りわかりやすく言っていただくと。厳密でないとだめですからね。それは皆さんよく

ご存じの経済学はターミノロジーがありまして、これが独特の意味を持っている場合があるの

で、これを理解しないと話が合わないというようなこともあるわけですね。これはなかなか難

しい問題ですけれども、努力していきたいと思います。もちろんそれぞれご意見の違いはある

んですけれども、議論を積み重ねていきたいと思いますので、ぜひ次回もよろしくお願いしま

す。 

 それで、次回が何と27日、何の余裕があるのかわからないんだけれども、どういう進展があ

るのかわからないんだけれども、それはそうですね、30日までに何かということになると、27

日、火曜日の10時から13時ということであります。よろしいでしょうか。これは天の声であり

ますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

○山口委員 １つお願いがあります。きょう出ておられない方がいましたよね。それが、ここ

にペーパーは出ているんですけれども、なかなか読む時間がないので、来られたときに読んで

いただいたほうが、何かの事情で休まれているので。 

○植田座長 そうですね、おっしゃるとおりですね。４時間ぐらいやりますか。そこの問題で、

きょうは１回目だったのであれですが、やっぱり３時間が限界だと思うんで、その範囲内でで

きるだけ能率よくということで、ご出席いただけなかった方の話は何らかの形でうまく発言さ

れるような方を……。代理は難しいんですね。 

○小宮内閣参事官 ちょっと工夫します。 

○植田座長 そういうことも含めまして考えていきたいと思います。 

 そんなことでよろしゅうございますか。 

 では、本当に長時間ありがとうございました。これで１回目を終わります。 

午後 ７時２１分 開会 


